
 

 

 

令和３年度 

原子力規制庁 放射線対策委託費 

（放射線安全規制研究戦略的推進事業費） 

 

 

健全な放射線防護実現のための 

アイソトープ総合センターをベースとした

放射線教育と安全管理ネットワーク 
 

 

 

成果報告書 

（５年間の事業成果報告） 

 

 

令和４年３月 

国立大学法人 東北大学 
  



目次 

 

1. 目的、研究計画、及び特徴的な成果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

1.1. 背景と目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

1.2. 令和 3年度の事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

1.3. 令和 3年度の事業メンバー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

1.4. 令和 3年度の特徴的な事業の成果の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

 

2. 令和 3年度の実施内容及び成果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

2.1. ネットワーク全体会議の開催・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

2.2. 大学・研究機関の放射線業務従事者情報の共有化と一元管理・・・・・・・・・・ 5 

 

3. ５年間の事業実施内容の概要及び成果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

3.1. 大学等の放射線施設の連携・拠点化のためのワーキンググループの設置による 

   課題の検討と安全規制研究重点テーマ案への協力・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

3.2. 放射線安全管理担当職員の安全技術向上および研究支援に資する高度な技術習得 

   に向けた大学間ネットワークによる実習プログラムの開発・・・・・・・・・・・ 10 

3.3. 放射線安全管理を担当する若手教職員の資質向上のための支援・・・・・・・・・ 10 

3.4. 大学・研究機関の放射線業務従事者情報の共有化と一元管理・・・・・・・・・・11 

3.5. 本事業の成果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

資料 A 

資料 B 

 

  



 1 

1. 目的，本年度の研究計画，特徴的な成果等 

 

1.1 背景と目的 

1.1.1 背景 

放射線は，大学在学中に初めて扱う者が大多数である。従って，放射線防護に関する意識を植え

付けるためには，一番初めに放射線を取り扱う「大学」における放射線教育の充実こそが最も有

効な手段である。このためには，効果的な教育訓練を継続的に実施していくことが重要であり，

そのために，教育担当者が様々な教育訓練コンテンツを利用可能な環境を作り，提供していくこ

とが必要である。日本学術会議より「放射線作業者の被ばくの一元管理について」が提言されて

いる。生涯被ばくは一元管理が必要であるが，日本はそのシステム構築が諸外国に比べ遅れてい

ると報告されている。この状況を打開し整備を進めるためには，作業者が初めて放射線を扱う

「大学」での従事者管理システムの連携整備が必要である。 

 

1.1.2 目的 

本事業では，国立大学アイソトープ総合センター会議（以下｢センター会議｣という。）を母体と

するネットワークを中核として，安全管理担当者及び研究者に対する実習，大学間での従事者管

理に関する連携などを含む以下の事業を実施することによって，放射線作業者の放射線防護に対

する知識と意識の向上を図り，健全な放射線防護を実現することを目的とする。 

１）センター会議が所有する実習資産の公開，実習等コンテンツの開発と実習を含む検討会議の

実施 

２）大学・研究機関の放射線従事者情報の共有化と一元管理 

 本事業は，参加の RI センターが中核となるが，参加校の大学および，他大学，機関の有識者，

学協会（日本放射線安全管理学会，大学等放射線施設協議会等）との意見交換も積極的に進め，

その普及を図る。 

 

1.1.3 本事業の独創的な点 

本ネットワークのメンバーは，放射線教育，管理の専門家集団である。RIセンターは，実習，教

育訓練の実施，および放射線取扱主任者，若手管理者の育成の任務がある。過去 30 年程度にわ

たり，センター会議は，施設安全管理担当教職員を対象にした研修会を実施し，講義，取扱実習

コンテンツの資産がある。この資産を公開し広く利用を図ること，新しく実習を開発することは，

放射線教育の充実，放射線防護に大きな寄与となる。大学内の放射線従事者一元管理システムを

導入した大学では，その開発と管理は RI センターが主に行っている。本事業への採択で，本ネ

ットワークの取り組みを加速させることが可能になる。 

 

1.1.4 期待される成果 

本ネットワークでは，教育プログラム及び最新の放射線利用に関する安全利用方法開発に向けた

検討会議の実施，実習ガイド等の公開により，放射線作業者の安全，防護に対する知識と意識の

向上を図る。 

 大学等の施設では，研究内容，放射線作業の経験年数等の異なる多種多様な放射線作業者が存

在する。センター会議がもつ実習コンテンツの資産の有効活用と新しい実習コンテンツを提供す



 2 

ることは，作業者のみならず安全管理担当者の資質向上にもつながり放射線防護への大きな貢献

となる。本ネットワークが開催する検討会を通して様々な技術を習得し，多様な分野の利用実態

を把握する者を輩出することは，放射線規制や防護のための人材育成に繋がる。このような研修

を通して，法令改正等の政策形成への技術的な判断材料を得ることも可能となる。 

 大学間での作業者情報一元化においては，被ばく線量データ等の欠損を防ぐことができるよう

になる。また，個人管理業務の合理化と標準化が進み，管理者の負担軽減に寄与する。さらに，

この一元化は放射線作業者管理の基盤の構築にも繋がり，放射線行政への活用も期待される。 

 

1.2 令和３年度の事業 

令和３年度の本事業は，以下の項目からなる。 

(1) 放射線業務従事者情報一元管理に関する全国的な共通理解の形成 

これまで本ネットワークを中心に行ってきた運用状況調査及び共通管理項目(様式)の検討を，全

国の大学及び共同利用機関に広げる。これまでの議論をふまえ，関連学協会におけるシンポジウ

ムを開催し，広く意見を集めるとともに，大学・研究機関の放射線業務従事者情報の共有化と一

元管理について共通理解の形成し，本プロジェクトが目指すシステムの普及につなげる。特に以

下の項目について議論を行い，合意形成を図る。 

(2) 大学以外の機関を含めた連携ネットワークの構築 

大学からの利用者が多い放射光施設・大型加速器施設のような共同利用機関との連携を推進する。

21大学を結ぶ仮想イントラネット(UMRIC-L2)に，共同利用機関を接続し，システムの利用実験を

行う。 

(3) システムの拡張 

2019年度に開発した業務従事者情報共有システム(以下，本システムという)の利用促進を図るた

め，追加機能の開発を行い，利便性の向上を図る。特に，これまで各大学で独自に構築していた

個人管理システム(以下，学内システムという)と本システムとの連携方法を確立する。 

(4) ワーキンググループ会議の開催 

(1)〜(3)の事業を遂行するため，ワーキングループを構成し，年度内に 3 回程度の会議を行う。

ワーキンググループには共同利用施設からもオブザーバ参加を求める。 

 

事業の進捗については，PO 及び PO 補佐に定期的に報告を行い，助言及び確認を得た。また，幹

事校会議，全体会議には，POおよび PO補佐に参加いただき，的確な助言をいただいた。 

 

1.3.事業メンバー 

 本年度の事業では，表 1.3-1 に示すメンバー構成で事業を実施した。 
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表 1.3-1. 参加研究機関（◯：ネットワーク代表機関） 

組織名 代表者名 専門分野 
◯大阪大学放射線科学基盤機構 篠原 厚 核化学・放射化学 

北海道大学アイソトープ総合センター 畠山鎮次 生化学 
東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター 渡部浩司 医工放射線情報学 

東京大学アイソトープ総合センター 秋光信佳 分子生物学・放射線生物学 

名古屋大学アイソトープ総合センター 柴田理尋 応用核物理学 

京都大学環境安全保健機構放射線管理部門・放射性同位元素総合

センター 
川本卓男 細胞生物学・生物工学・放射線安全管理

学 

九州大学アイソトープ統合安全管理センター 中島裕美子 応用昆虫科学, 遺伝進化学 

筑波大学アイソトープ環境動態研究センター放射線安全管理部 末木啓介 核・放射化学 

千葉大学アイソトープ実験施設 上原知也 放射性薬品化学 

東京医科歯科大学統合研究機構リサーチコアセンター 原 正幸 細胞生物学・放射線生物学 

東京工業大学放射線総合センター 富田 悟 放射線安全管理学 

新潟大学 研究推進機構共用設備基盤センター放射性同位元素部門 泉川卓司 素粒子・原子核・宇宙線・宇宙物理 

金沢大学学際科学実験センター・トレーサー情報解析分野 柴 和弘 放射性医薬品学・放射線安全管理学 

神戸大学基盤研究センター 宮本昌明 細胞生物学，放射線生物学 

鳥取大学生命機能研究支援センター放射線応用科学部門 北 実 微生物学・放射線安全管理学 

岡山大学自然生命科学研究支援センター 寺東宏明 放射線化学・放射線生物学 

広島大学自然科学研究支援開発センターアイソトープ総合部門 中島 覚 放射化学 

徳島大学放射線総合センター 三好弘一 放射線化学・放射線管理学 

長崎大学先導生命科学研究支援センターアイソトープ実験施設 松田尚樹 放射線生物・防護学 

熊本大学生命資源研究・支援センター 古嶋昭博 放射線医学物理学，核医学 

鹿児島大学研究推進機構研究支援センターアイソトープ実験施設 仲谷英夫 地質学・地球環境変遷学・古生物学 

慶応義塾大学医学部 井上浩義 放射化学，放射線安全管理学 

横浜薬科大学薬学部 加藤真介 放射線生物学，放射線安全管理学 

静岡大学理学部附属放射科学教育研究推進センター 矢永誠人 放射化学 

近畿大学原子力研究所 山西弘城 環境放射線，放射線安全工学 

大阪府立大学研究推進機構放射線研究センター 松浦寛人 原子力工学，放射線安全管理学 

産業医科大学教育研究支援施設アイソトープ研究センター 馬田敏幸 細胞生物学 

 
1.4. 令和３年度の特徴的な事業の成果の概要 

本年度の事業での具体的な成果は第 2 章で述べるが，本事業で得られた特徴的な事業成果につい

て，以下に述べる。 

 

1.4.1. 本年度実施した新たな取組 

１）海外における放射線業務従事者の管理状況，特に国による一元管理の状況を調査し，放射線

安全管理学会保健物理学会合同大会において発表した。 

２）次の 5つのワーキンググループ(WG)を設置し，今後の課題等について検討・作業を行った。 

(WG01) 個人情報/学内規程検討 WG 

(WG02) 継続的な利用のための試算・検討 WG 

(WG03) 運用拡張/利用マニュアル整備 WG 

(WG04) 次世代システム機能検討 WG 

(WG05) 教育訓練検討 WG 

 

1.4.2. 本年度の学会等での発表 

本年度も様々な学会等で本ネットワークの取り組みの紹介・広報を行い，寄せられた意見や議論
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の内容を本事業に取り入れた。学会発表は以下の通りである(⑤は機関誌掲載記事)。 

 

①第 8回加速器施設安全シンポジウム (主催: J-PARC センター) 

「施設の近況/共同利用者の一元管理について」 

2021年 8月 27日，オンライン開催 

②令和 3年度 大学等における放射線安全管理研修会 

「学内の放射線業務従事者情報管理体制に関するアンケート 結果報告(抄)」 

2021年 9月 10日，オンライン開催 

③令和 3年度放射線安全取扱部会年次大会 

「放射線業務従事者情報の施設間共有化 -全国一元管理に向けて- 」 

2021年 10月 26 日，オンライン開催 

④第 3回日本放射線安全管理学会日本保健物理学会合同大会 

原子力規制委員会放射線防護アンブレラ事業との合同シンポジウム 

「大学・研究機関の放射線業務従事者の情報の共有化と一元管理」 

2021年 12月 1日，オンライン開催 

⑤IsotopeNews誌 

「大学・研究機関の放射線業務従事者情報の共有化と一元管理」 

2022年 2月号 No.779 p.34〜37 

⑥放射線安全管理研修会(放射線障害防止中央協議会) 

「大学における放射線業務従事者の一貫管理」 

2022年 2月 25日，御茶ノ水ソラシテイカンファレンスセンター(ハイブリッド形式) 
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2. 令和３年度の実施内容及び成果 

2.1 ネットワーク幹事校会議および全体会議の開催  

ネットワーク全体会議を令和 4年 1月に開催した(zoomによるオンライン会議)。本年度の事業に

ついての進捗の報告と，今後，本事業の成果をどのように展開していくかについて議論を行った。

議事要録を資料 A-1〜2 に示す。 

成果 

2022 年 1 月より SPring-8 が導入した電子申請について意見交換を行った。承認プロセスや個人

情報保護に対する懸念もあった。従事者情報一元管理システムに教育訓練のサービスを取り込ん

で提供するアイディアについてはじゅうぶん魅力的であり，需要は大きいとの意見があった。事

業の継続的な運用に必要な人員の技術レベル(教員/技術職員/URA)や雇用形態，キャリアパスに

ついて意見があった。SINET L2-VPNを利用した専用ネットワークは今後も今後とも活用していく

こととした。放射線業務従事者情報一元管理については，今回組織した WG 等において継続して

検討していく。 

 

2.2 大学・研究機関の放射線業務従事者情報の共有化と一元管理 

2.2.1 放射線業務従事者情報一元管理に関する全国的な共通理解の形成等 

シンポジウム・学会等で次の発表を行った。(資料 A-3〜49 参照) 
①第 8 回加速器施設安全シンポジウム (主催: J-PARC センター) 
共同利用施設(主として大型加速器施設)の放射線管理担当者を対象に，本事業の紹介を行っ

た。(2021 年 8 月 27 日) 
②令和 3 年度 大学等における放射線安全管理研修会 
大学等の放射線管理担当者を対象に，大学における従事者管理業務の現状についてのアンケ

ート調査結果を紹介し，問題点と一元管理の必要性について議論した。(2021 年 9 月 10 日) 
③令和 3 年度放射線安全取扱部会年次大会 
民間事業所，医療機関を含む広い範囲の放射線管理者担当者を対象に，本事業の紹介を行っ

た。(2021 年 10 月 26 日) 
④第 3 回日本放射線安全管理学会日本保健物理学会合同大会 
原子力規制委員会放射線防護アンブレラ事業との合同シンポジウムを行い，職業被ばくの線

量登録管理制度との関連を含めて，全国的な一元管理のあり方について議論を行った。

(2021 年 12 月 1 日) 
⑤IsotopeNews 誌 2022 年 2 月号 No.779 p.34〜37 
「大学・研究機関の放射線業務従事者情報の共有化と一元管理」 
本事業の紹介を行った。読者は民間事業所，医療機関を含む広い範囲の放射線管理者担当者

である。 
⑥放射線安全管理研修会(放射線障害防止中央協議会) 
「大学における放射線業務従事者の一貫管理」 
(2022 年 2 月 25 日) 
民間事業所，医療機関を含む広い範囲の放射線管理者担当者を対象に，本事業の紹介を行っ
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た。 
成果 
これまで本ネットワークを中心に行なってきた運用状況調査及び共通管理項目(様式)について，

大学をはじめとし，共同利用機関，民間事業所，医療機関等を含む広い事業形態に対して周知を

行った。放射線業務従事者情報の共有化と一元管理についての共通理解が深まり，本プロジェク

トが目指す従事者情報交換システムの普及につながることが期待される。 

 

2.2.2 大学以外の機関を含めた連携ネットワークの構築 

次の 3 事業所について本システムのネットワーク(SINET L2-VLAN)への接続を行った。 
・高エネルギー加速器研究機構(KEK) 
・量子科学技術研究開発機構(量研/QST) 
  次世代放射光施設整備開発センター 
・秋田大学 

本年度は SINET(国立情報学研究所が提供する学術情報ネットワーク)のシステム更新の時期にあ

たり，本事業が構築している L2-VPN への新規接続が凍結されていたため，昨年度開発した対向

VPN ルータを用いた方法での接続を行った。(資料 A-50 参照) 
成果 
対向 VPN ルータを用いることで，容易かつ比較的安価にセキュアなネットワーク接続を実現す

ることができた。この方法は，SINET が直接伸びていない施設(民間事業所等を含む)も安全に本

ネットワークに参加することが可能であり，本システムの利用拡大に寄与するものと考えられる。 

 

2.2.3 システムの拡張 
次のシステム拡張を行った。(資料 A-51〜62参照) 

(1) システムの法令改正対応 

法令改正により眼の水晶体の被ばく線量が単年度管理から 5年間管理併用になったため，共通フ

ォーマットを変更し，これをシステムに実装した。 

(2) システムの管理者モードの追加 

新規接続サイトの追加や利用者パスワード・機関名を変更する機能，アクセスログの収集等の管

理者モードを追加した。 

(3) 学内システムから共通フォーマット(CSV)への変換コンバータの修正 

昨年度開発した変換コンバータをアップデートし，法令改正(前述)に対応させた。 

(4) 逆コンバータの開発 

他大学や他機関から本システムを経由して送られた従事者情報を，それぞれの大学の従事者管理

システムが読める形式に変換するプログラム(逆コンバータ)の試作を行った。(資料 A-63〜64参

照) 

成果 

(1)〜(3)により，システムの利便性が向上し，また新法令に対応した従事者情報をやりとりでき

るようになった。 
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(4)については，いくつか問題点が明らかとなった。現行のシステムでは被ばく記録は年単位で

収集しており，各大学のシステムからデータをコンバートするときに月ごとの情報を落としてい

る(合算して年度の情報に集約している)。そのため，本システムのデータを逆変換したときに月

単位の情報にならず，各大学のシステムが読み込めないか，あるいは情報が不足していて被ばく

線量管理上問題になり得る。本システムを介して，完全な従事者情報をやりとりするためには，

共通フォーマットの見直しを含め，さらなる検討が必要であることがわかった。 

 

2.2.5 WGによる課題検討 

以下の WGを設置して検討を行った。 

 (WG01) 個人情報/学内規程検討 WG 
○久下(北大)，寺東(岡山大)，三好(徳島大)，泉川(新潟大)，末木(筑波大)，中島(広大)，中島

(九大)，矢永(静岡大) 
放射線業務従事者の一元管理システムを導入するにあたり，組織(大学)として問題となる事柄を

抽出し解決案を検討した。特に個人情報の扱いとそれに伴い必要となる大学内のルール(規程)に
ついて重点的に検討した。(資料 A-171〜173 参照) 
(WG02) 継続的な利用のための試算・検討 WG 
○吉村(阪大)，柴(金沢大)，原(医⻭大)，佐々木(富士電機) 
システム導入経費，運用コスト，使用年数，システム更新費用等について試算を行い，事業とし

ての実現可能性を探った。(資料 A-174〜182 参照) 
(WG03) 運用拡張/利用マニュアル整備 WG 
○渡部(東北大)，○吉村(阪大)，北(鳥取大)，古嶋(熊本大)，矢永(静岡大)，豊田(KEK) 
従事者一元管理システムの利用マニュアルの改訂を行った。(資料 A-65〜170 参照) 
(WG04) 次世代システム機能検討 WG 
○渡部(東北大)，柴田(名大)，林崎(東工大)，尾上(鹿児島)，佐波(KEK)，佐々木(富士電機) 
従事者一元管理システムの利用促進に向けて必要となる機能について，これまでに構築したシス

テムの使用経験をもとに検討を行った。(資料 A-183〜184 参照) 
(WG05) 教育訓練検討 WG 
○秋光(東大)，川本(京大)，宮本(神戶大)，上原(千葉大)，松田(⻑崎大)  
法定の教育訓練(新規/再教育)のオンラインプラットフォームの提供と，それに伴う問題の解決，

従事者一元管理システムとの連携について検討した。(資料 A-185〜186 参照) 
成果 
(WG01) 個人情報の管理の観点から利用者本人が登録を行うシステムの構築が現状においては

好ましいとの意見が大勢を占めた。また，特に健康診断に関しては，登録する情報の種類・項目

について，規制庁・厚労省・放射線安全協会等の関係諸機関との間でコンセンサスを得たうえで

システムに反映させることの重要性が指摘された。 
(WG02) 従事者管理のデータやり取りの DX だけでは費用に対する利用者及び各施設が感じるメ

リットが薄く，教育訓練の DX システムと連動させることが重要と考えられた。企業と大学で費

用の差をつけることで，現実的な費用負担の範囲に収まってくると考えられた。教育訓練の教材
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開発が必要であるが，これはいくつかの大学が分担することで対応し，教材開発をした大学につ

いては一定期間ディスカウントする等で対応する方法も提案された。 
(WG03) コンバータの利用マニュアルおよび管理者モードを追加したシステムのマニュアルを

作成した。 
(WG04)  
従事者情報をリアルタイムで取得する仕組みについて，(案 1)共通プラットフォームで従事者管

理を運用し，派遣元も施設側も同じ情報を持つ方法と，(案 2)利用者個人を中心とした設計とし，

個人が定期的に自分の情報を施設側に提供する方法の提案を行った。後者は WG01 の議論を受

け，個人情報保護の観点からも望ましいと考えられた。また，従事者管理を施設ではなく雇用者

(派遣元)の義務とする方向での法令改正についても提案があった。なお，この場合には RI 規制

法だけではなく，電離則等も含めた新たな規制の枠組みに関する議論が必要である。さらに，

WG02 の議論を受け，教育訓練 DX を取り込んだシステムについても提案があった。 
(WG05) 教育訓練 DX(e-Learning)はインターネット側にある必要がある一方，本事業で開発し

た従事者情報管理システムは閉じたネットワークで運用されているため，構成・運用についてさ

らなる検討が必要であることがわかった。また，教育訓練 DX は需要は大きいものの，事業所ご

とに必要な項目も異なり，カリキュラムの検討が重要である。運用は公的性格を持つ機関が行う

ことが望ましいと考えられた。 
 
2.2.6 海外アンケート調査 

本プロジェクトが目指す一元管理システムへの理解を促進するため，海外における放射線業務従

事者の管理状況，特に国による一元管理の状況を調査し，放射線安全管理学会保健物理学会合同

大会において発表した。(資料 A-171〜173 参照) 
成果 

回答数が少ないためそれぞれの国の実情を代表するデータではないが，諸外国の管理の状況をあ

る程度知ることができた。回答があったうち約半数の国では被ばく線量や健康診断など何らかの

項目で国が記録の保存に関与していた。また，「全国一元管理システムを希望する」というコメ

ントもあり，日本以外でも同様の従事者管理の問題があることが示唆された。 
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3. ５年間の事業実施内容の概要及び成果 

 

3.1 大学等の放射線施設の連携・拠点化のためのワーキンググループの設置による 

  課題の検討と安全 規制研究重点テーマ案への協力 

(1)ワーキンググループでの検討 

日本学術会議提言「大学等における非密封放射性同位元素使用施設の拠点化について」将来的

に非密封 RI 施設の拠点化，集約が必須との意見に呼応して，将来的に大学等の非密封放射線施

設の連携，拠点化のために課題となる事項を取り上げ課題設定をした。それぞれの課題について

27 大学の中から担当校を割り当て，ワーキンググループを設置した。各ワーキンググループに

おいて，会合を開催し，その課題について議論した。詳細については，本事業の各年度の報告書

を参照されたい。 

(2)放射線安全規制研究戦略的推進事業における重点テーマ提案 
原子力規制庁からの依頼により，本ネットワーク内にて放射線安全規制研究戦略的推進事業に

おける重点テーマを検討し，原子力規制庁放射線安全規制研究推進事業の研究推進委員会にて発

表した。発表資料については，本事業の各年度の報告書を参照されたい。 
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3.2. 放射線安全管理担当職員の安全技術向上および研究支援に資する高度な技術習得に向けた

大学間ネットワークによる実習プログラムの開発 

放射線安全管理担当職員の安全技術向上および研究支援に資する高度な技術習得に向けた大学

間ネットワークによる実習プログラムの開発に向けて以下の事業を行った。 
(1)大学等に求められる放射線安全管理技術向上のための教育プログラム開発検討会議 

大学等に求められる放射線安全管理技術向上のための教育プログラム開発検討会議の開催 

平成 29 年名古屋大学アイソトープ総合センター，平成 30 年大阪大学放射線科学基盤機構附

属ラジオアイソトープ総合センター，令和元年には京都大学環境安全保健機構附属放射性同位元

素総合センターにおいて，「大学等に求められる放射線安全管理技術向上のための教育プログラ

ム開発検討会議」を開催した。参加者は全国国公私立大学および研究所からの教職員と本ネット

ワーク事業幹事校（北大，東北大，東大，名大，京大，阪大，九大）教職員である。内容に関し

ては，平成 29年度~令和元年度の本事業の報告書を参照されたい。この会議を通じて，管理者が

この教材を実際に実施（体験）しながら検証し，教育プログラムとしてより充実した内容にする

ための検討を行った。平成 29 年度〜令和元年度に実施し，公開したプログラムは本報告書の資

料 Bとして添付している。この会議では，「事故事例 RI施設の火災について」とのタイトルで，

京都大学で実際に起こった火災事故を題材にして，発生から鎮火，広報にいたる一連の時系列に

沿って仮想的に RI 施設の火災を追体験してもらい，各自でその都度何が重要で，どのように判

断し，行動するかを演習する講義，令和 5 年の法令改正に伴い導入される測定の信頼性担保に先

んじて実施したサーベイメータ等の確認校正の実習など，放射線安全管理を担う者にとって，実

践的な題材も含まれていることが特徴的である。 

(2)現代の研究・教育・社会に相応しい放射線・放射性核種等の安全利用検討会の開催 
 平成 29年徳島大学放射線総合センター，平成 30年岡山大学自然生命科学研究支援センター，

令和元年度は金沢大学学際科学実験センター・アイソトープ総合研究施設で実施された。 
 参加者は全国国公私立大学および研究所からの教職員である。内容に関しては，平成 29年度~
令和元年度の本事業の報告書を参照されたい。この検討会は，実験動物の取り扱いと安全管理に

注目して実施されていることが特徴である。実際にいろいろな RI 実験の作業手順を体験するこ

とは，管理者側にとっても，被ばく防護法や安全取扱の工夫や安全管理方法の向上に役立つとと

もに，今後の改善点のヒントになる。 
 
3.3. 放射線安全管理を担当する若手教職員の資質向上のための支援 

国内大学等の放射線施設の若手（39歳以下または博士取得後 8年未満）の安全管理担当者の安

全管理に関する意識と資質向上を目的として，大学等放射線施設協議会と連携して，研修等への

参加に関する学内措置が限られている，予算措置が必ずしも十分ではないという者に対して，大

学等放射線施設協議会が開催する放射線安全管理研修会（全国研修）の参加について，旅費およ

び宿泊費の支援を行った。旅費及び宿泊費の支援を受けた者には，当研修に参加した結果が自施

設あるいは学内においてどのように機能したか（申請書に書かれた内容。自施設及び自機関にお

ける展開等）についての報告書（A4，2 頁程度）を提出を求めた。詳細については，令和元年度

の事業報告書を参照されたい。 
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3.4. 大学・研究機関の放射線業務従事者情報の共有化と一元管理 

(1) 専用ネットワークの構築 

放射線業務従事者情報をやりとりするためのセキュアなネットワークの構築を行った。国立情報

学研究所が運用を行う学術情報ネットワーク(SINET)のサービスのひとつに，専用ネットワーク

(L2-VPN)の提供があり，これを利用した。21大学のアイソトープ総合センターをこの専用ネット

ワークで結び，放射線業務従事者情報や教育訓練教材の共有等に利用した。本事業で利用してい

る専用ネットワークを「UMRIC-L2」と呼称している。 

(2) 共通 CSV フォーマットの作成 

放射線業務従事者情報の共有システムを構築するにあたり，共通のデータフォーマットを作成し

た。21大学の従事者証明書の様式を収集し解析するとともに，法令の要求を勘案して必要な項目

を定めた。これを「共通フォーマット」と呼称する。 

(3) 業務従事者情報共有システムの開発 

他大学や共同利用機関を利用する場合，放射線業務従事者証明をやりとりする必要があるが，こ

れまで紙(書類)ベースであったものを電子化すべく，業務従事者情報共有システムを開発した。

本システムを使って，派遣元の大学から派遣先に対して従事者情報を送ることで，従事者証明の

やりとりができるようにした。システムは(2)で定めた共通フォーマットを内部構造として持ち，

画面から必要な情報の入出力ができる。また，共通フォーマットのデータファイル(CSV形式，共

通 CSVフォーマットと呼称する)を読み書きする機能を持たせた。 

(4) コンバータプログラムの開発 

業務従事者情報共有システムをそれぞれの学内システムと連携させるためのコンバータプログラ

ムを開発した。学内の従事者管理システムが出力するファイル(CSV 等)，あるいは Excel 等で管

理している場合は Excel が出力する CSV ファイルを読み込んで，共通 CSV フォーマットに変換す

るコンバータで，これにより，学内の個人管理体制から本事業のシステムを利用することが簡便

になった。コンバータは 15大学について開発した。 

 また，本事業のシステムでやりとりした情報(CSV ファイル)を学内の個人管理システムに載せ

るための逆コンバータの開発も行った。 

(5) 対抗 VPN による接続方法の確立 

(1)で述べた専用ネットワーク UMRI-L2を拡張してゆく過程で，SINETの L2-VLANが利用できない

施設があることがわかり，代替案として，VPN ルータを対向で接続し，UMRI-L2 をトンネルで延

伸する方法を実装した。当初は 1 対 1 の接続であったが，対向 VPN を利用するサイトが増えたこ

とから，東北大学に VPN サーバを増設し，1 対多の接続としている。対向 VPN による接続サイト

は，現在，KEK，QST(次世代放射光施設)，電子光理学センター(東北大学)，秋田大学である。

SINET L2-VLANによる接続と合わせて 25サイトが専用ネットワークに参加している。 

(6) WG による検討 

最終年度は，これまで実施してきた事業の経験から明らかになった課題について，WGを設置し検

討を行った。 

①個人情報/学内規程検討 WG 
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②継続的な利用のための試算・検討 WG 

③運用拡張/利用マニュアル整備 WG 

④次世代システム機能検討 WG 

⑤教育訓練検討 WG 

本事業では，大学等の非密封放射線施設の連携・拠点化のための課題を検討することを目的とし

平成 30 年度より WG を設置し，(1)長期的視点にたった施設運営(施設維持方針)のアンケート調

査研究，(2)非密封施設廃止の簡便安価なモデルケース実施とガイドラインの作成，(3)施設休止

のためのルール作成のための調査研究，(4)他大学，他機関しか利用しない従事者の放射線管理

に関するルール作成の調査研究，(5)被ばく情報一元管理のための調査研究 の 5 つができた。し

かしながら，令和元年度の研究評価委員会の評価結果及びコメントを受けた研究推進委員会の指

示に基づき，事業内容を「放射線業務従事者に係る管理情報の一元化のための安全管理ネットワ

ークの構築」に絞って実施することとなったため，WG を再編し，前述した 5 つの WG①〜⑤にお

いて議論を継続することとした。 

(7) 普及活動及びアンケート調査 

本事業の目的である放射線業務従事者情報の共有と一元管理について，本事業の広報も含めて学

会・シンポジウム等で発表し，啓発に努めた。また，放射線業務従事者管理の現状について全国

の大学を対象にアンケート調査を行い，今後の検討材料とした。また，海外の状況についてアン

ケート調査を行った。 

 

3.5 本事業の成果 

3.5.1 概要 

ワーキンググループでは，放射線安全管理を行う上で直面している様々な具体的課題を特定し，

その解決に向けた方向性を提示することが出来た。ただし，令和元年度の研究評価委員会の評価

結果及びコメントを受けた研究推進委員会の指示から，令和 2 年度以降は放射線業務従事者の一

元管理に向けた取り組みに絞るとのことになったため，放射線業務従事者の一元管理に関係する

ワーキンググループのみ継続した。 

２つの教育に関係する事業，「大学等に求められる放射線安全管理技術向上のための教育プロ

グラム開発検討会議」，「現代の研究・教育・社会に相応しい放射線・放射性核種等の安全利用

検討会」を実施して，放射線安全取扱に関して最も重要なものの一つである安全教育に関する教

育資料を作成した。また，この教育に関する事業に各大学・研究機関の安全管理担当者が参加し，

参加者のメーリングリストを作成して情報交換を可能にしたことなどにより，本ネットワークが

85大学・研究機関にまで拡大できた。この教育に関する事業（会議）においては，多数の放射線

安全管理担当者が参加し互いに交流できるため，放射線安全管理者同士の横の繋がりを生んでい

る。こういった繋がりこそがネットワークの基盤であり，ネットワークを有効に働かせるために

は重要と思われる。 

 

3.5.2 大学・研究機関の放射線業務従事者情報の共有化と一元管理 

専用ネットワーク 
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専用ネットワーク UMRI-L2 はインターネットに接続していない「閉じた」ネットワークで，非

常にセキュアであり，個人情報を扱う上で大きなメリットがあった。また対向 VPN 接続方式を

併用することで SINET が利用できない機関を取り込めることを実証し，民間事業所や医療機関

等の参加に道を開いた。なおこの専用ネットワークは本事業終了後も継続して利用することに

なっており，新しいシステム開発のテストベットとして利用が期待される。 

業務従事者情報共有システムと共通フォーマット 

本事業で作成した務従事者情報共有システムは，現行，紙(書類)ベースでやりとりされている

従事者証明書を電子化したものである。これまで大学ごと機関ごとに異なっていた様式を統一

することで書類作成の省力化が進んだ。またコンバータプログラムを用意することで学内シス

テムとの連携がとれることを示した。コンバータの開発は比較的容易であり，それぞれの大学

で開発することも可能で，コスト面で有利である。これらは共通フォーマットによって可能と

なったものであり，本事業の大きな成果のひとつは共通フォーマットの制定にあったと言えよ

う。今後はこの共通フォーマットの普及が重要である。業者が開発し販売している「個人管理

システム」がこの共通フォーマット(CSV)での入出力機能を備えることで，放射線業務従事者

情報の共有がよりいっそう進展するものと思われる。 

 現行の業務従事者情報共有システムには限界もある。本システムは閉じた専用ネットワーク

上に構築したため，インターネットの電子メールが利用できず，利用申請があったことを知ら

せる手段を別に用意する必要がある。これについては次世代システムで検討が必要である。 

 本システムは，全国 25 機関を結ぶ，わが国はじめての本格的な放射線業務従事者管理シス

テムであり，その利用経験は施設を移動する放射線業務従事者管理上の問題点の明確化にも大

いに貢献した。ここで明らかになった今後の課題については，次の「WGによる検討」で述べる。 

WGによる検討 

最終年度は 5 つの WG により今後の展開を含めて検討を行った。その要点を以下に述べる。な

お，放射線業務従事者情報一元管理については，今回組織した WG 等において継続して検討し

ていく。 

○個人情報保護 

放射線業務従事者情報の一元管理において最も大きな問題は個人情報の保護である。本シス

テムは，事業所(たとえば大学のアイソトープ総合センター)の管理者同士で情報をやりとり

することを想定して設計したが，他の大学に個人情報を渡すことを個人が承諾する仕組み

(承諾書等)を別途用意する必要がある。これを，それぞれの大学の学内規程に合わせる検討

が必要になる。また，本システムは現在東北大学が運用しているが，たとえば鳥取大学の利

用者が大阪大学の施設を利用するとき，一時的にではあるが第三者(東北大学)に個人情報を

預ける形となり，これについての承諾も必要となる。こういった問題を考えると，放射線業

務従事者の共有・一元管理システムの運用は，国またはそれに準じる公的機関が担うことが

望ましいと考えられる。この問題を解決する別のアプローチとして，WG04は，管理者同士の

やりとりではなく，個人(従事者本人)を介する仕組みを提案している。 

○システム継続のためのコスト 

本システムを継続利用するための試算を行った。教育訓練の e-Learning システムと組み合
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わせることで需要は見込めること，また大学以外の機関(民間事業所等)を取り込むことで運

営経費をカバーできる可能性が示された。 

○法令の要求 

本システムは既存の従事者証明の電子化であり，法令が求める個人管理(被ばく線量，健康

診断，教育訓練)の記録を完全に備えるものではない。法令は，事業所に立ち入る者の個人

管理を要求するが，本システムで収集されるのは前年度まで(あるいは申請時まで)の過去 5

年間の記録のみである。その個人が派遣先事業所で作業している期間の記録をリアルタイム

で収集するものではないため，厳密に言えば，派遣先の事業所は法令の要求を満足している

とは言えない。これは，本システム導入前の，紙(書類)ベースでの管理でも同様である。 

 この問題は，現行法令が近年の放射線利用に合わなくなっていることが原因と考えられる。

現行法令(RI規制法)は，各事業所の管理区域に立ち入る者の個人管理について，その事業所

(すなわち受け入れ側)において実施することを要求しているが，最近は別の機関から利用に

くる者が増えている。特に，加速器を有する大学の施設や，KEK，J-PARC，SPring-8 等の大

型共同利用機関では外部からの利用者が多い。これらの利用者の個人管理を受け入れ側が行

うことは現実的ではない。外部利用者と雇用関係があるわけではなく，管理コストを負担で

きないからである。一方，労働安全衛生法(電離則)は，雇用関係がある者の個人管理を要求

しており，一般的には派遣元がこれにあたる。したがって，現行法令では，派遣元も受け入

れ側も同じ情報を管理する義務があることになり，社会全体で見れば二重の負担となり経済

的な損失である。放射線業務従事者の個人管理の義務は派遣元を第一義とし，受け入れ側の

責任を外す方向の法令改正が強く望まれる。 

普及活動 

本事業については，関係する学協会の年次大会やシンポジウムで紹介し，普及に努めた。当初

は大学が中心であったが，最後の 2 年間は大学以外の共同利用機関，民間事業所，医療機関を

対象とする場での発表を増やし，幅広い領域で議論することができた。また，共同利用機関の

接続に際して事前ヒアリング等で意見を交換したことも，本事業の理解を深めることにつなが

り，複数の機関をまたぐ放射線業務従事者管理の問題点を共有することができた。大学を対象

とした現状調査のアンケートも問題提起に貢献した。 
 海外アンケートは，回答が少なく限定的な結果であったが，半数の国においては，国または

それに準ずる公共機関による従事者管理が行われている実態が示され，わが国においても同様

の制度を求める声があった。今後の議論の種子となれば幸いである。 
 



 
 

資料 A 
  



令和 3 年度 
放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

(健全な放射線防護実現のためのアイソトープ総合センターをベースとした放
射線教育と安全管理ネットワーク)事業全体会議 

議事要録 

⽇時: 2022 年 1 ⽉ 14 ⽇(⾦) 15:00〜17:00 
会場: オンライン会議(zoom) 
出席者: 久下裕司(北⼤)，渡部浩司，三宅正泰，佐藤和則(東北⼤)，末⽊啓介(筑
波⼤)，上原知也(千葉⼤)，秋光信佳(東⼤)，原正幸(東京医科⻭科⼤)，河野俊之
(東⼯⼤)，泉川卓司(新潟⼤)，北村陽⼆，柴和弘(⾦沢⼤)，柴⽥理尋(名⼤)，⽶
⽥稔，川本卓男，⼩坂尚樹(京⼤)，吉村崇(⼤阪⼤)，宮本昌明(神⼾⼤)，寺東宏
明(岡⼭⼤)，中島覚(広島⼤)，北実(⿃取⼤)，三好弘⼀(徳島⼤)，中島裕美⼦(九
⼤)，松⽥尚樹(⻑崎⼤)，尾上昌平(⿅児島⼤)， 
⾼橋知之(PO，京⼤)， 
佐々⽊博之(富⼠電機) 

1. 事業の概要と計画
資料 1 に基づき，事業の概要と今年度の計画について説明があった。 

2. 本年度の進捗
資料 2 に基づき，本年度の進捗について説明があった。 

本事業の専⽤ネットワーク(L2-VLAN)について，12 ⽉にネットワークストー
ムが発⽣し，⼤規模な接続障害を経験したことが報告された。
WGの検討内容について説明があり，次の意⾒交換を⾏った;
①個⼈情報/学内規程検討WG: 1 ⽉より SPring-8が導⼊した電⼦申請につい
て使⽤経験の紹介があった。京都⼤学では承認プロセスや個⼈情報保護に対
する懸念から SPring-8の電⼦申請を利⽤しないこととした。 
②継続的な利⽤のための試算・検討WG: 本システムに教育訓練のサービスを
取り込んで提供するアイディアが報告された。教育訓練が付加された場合，試
算額はじゅうぶん魅⼒的であり，需要は⼤きいとの意⾒があった。 
⑤教育訓練検討 WG について: 事業の継続的な運⽤に必要な⼈員の技術レベ

全体会議議事要録
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ル(教員/技術職員/URA)や雇⽤形態，キャリアパスについて意⾒があった。 
 
3. 報告書について 
本年度の報告会は資料 2 を中⼼に発表すること，また本年度が事業の最終年度
にあたるので 5 年間の報告書を作成することについて説明があった。 
 
4. 次年度以降の展開について 
次の意⾒交換を⾏った;  
・SINET L2-VPN を利⽤した専⽤ネットワークは今後も利⽤できるので，活
⽤して⾏きたい。 
・WGを継続して議論を続けてはどうか。 
・ステークホルダーは規制庁であり，この事業の報告を使って今後従事者管理
をどうしてゆくべきかを考えるのは規制庁である。 
・それぞれのステークホルダーとしてどこがどこの部分の責任を持っている
のか，規制庁がやるべきこと，事業者がやるべきことを分けて記載するのがよ
い。 
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施設の近況 /
共同利用者の一元管理について

東北大学
サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター

佐藤 和則

従事者管理の主体はどこか？

放射線業務従事者の個人管理
・被ばく管理
・健康診断
・教育訓練

以前

大学A

施設A

大学B

施設B

施設の利用者は，
その大学に所属す
る者がほとんど
だった。

近年

大学A

施設A

大学B

施設B

①
組織を越えた
利用が増えた

この人の管理は，
大学Aが行う？
大学Bが行う？
→ 所属元(大学B)
が行う

原則として所属元(大学B)が従事者管理を行う
・居室が所属元にあり，
大学Bの事務から連絡がとりやすい。
・個人管理に係る費用は所属元が負担すべき。
・放射線業務に従事させる責任は所属元にある。

放射線施設のない大学

学会発表等①第8回加速器施設安全シンポジウム (主催: J-PARCセンター)
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近年

大学A

施設A

大学C大学B

施設B

②
放射線施設を
有しない機関
からの利用者
が増加した

近年

大学A

施設A

大学C大学B

施設B

学外施設
③

大学Cには許可事業所がないので，主任者はおらず，
管理経験のある人がいないことも多い

学外の施設(大型加速器施設等)からは，所属元で
「放射線業務従事者として登録されている」こと
を求められることがあるが，所属元は許可事業所
ではないので(法令上の)従事者登録ができない。

学内の他の部局で従事者登録をして証明書を発行
してもらうこともある。しかし，放射線は学外で
しか利用しないのに，その施設の従事者となって
いるのは不合理。
学外でしか放射線を使わない人は，許可事業所ではなく大学として従事
者登録をして，個人管理と証明書の発行を行っている大学もある。

大学A

施設A

大学C大学B

施設B

学外施設

複数の大学を利用する研究者の増加

RI規制法と労働安全衛生法

大学A

施設A

大学C大学B

施設B

学外施設

複数の大学を利用する研究者の増加

に着目
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大学A

施設A

大学C大学B

施設B

学外施設

RI規制法は施設に立ち入る者の管理を要求する

学外からの利用者についても
管理義務が発生する

施設A

大学C大学B

施設B

学外施設

労安法は組織に所属する者の管理を要求する

大学A

学外施設への派遣についても
管理義務が発生する

施設A

大学C大学B

施設B

学外施設

(RI規制法令＋労安法) が要求する管理対象者

大学A

施設に立ち入る者すべてと，
学外施設に派遣する者について，
管理する

(これは，大学間ではなく)
学内の異なる部局間での話ですが…

(実話)

近年

部局A

施設A

部局B

施設B

①
学内で部局を
またいだ利用
が増えた

この人の管理は，
部局Bが行っていた

部局Aに立入検査が入りました

(部局Aの立入検査)
検査官「この人 の健康診断の記録を見せて下さい」
主任者「その人は…

所属元の部局Bが管理しています」
検査官「ではその記録を取ってきて下さい」

RI規制法は，
「その施設(管理区域)に立ち入る者」
の管理を要求する。

検査官「従事者の記録は事業所が保管して下さい」

(別キャンパス)
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施設A

大学C大学B

施設B

学外施設

(RI規制法令＋労安法) が要求する管理対象者

大学A

施設に立ち入る者すべてと，
学外施設に派遣する者について，
管理する

学外施設

学外施設との情報共有を密に行
うことが必須だが，これまでは
個々の施設間で紙の書類のやり
とりが主であった

大学A

施設A

大学C大学B

施設B

学外施設

大学を横断して情報を共有する仕組みが必須

一 元 管 理 シ ス テ ム

大学を横断して情報を共有する仕組み(案)

従事者情報の本体はクラウド上に置き，所属元機関や利用している放射線施設が必要に応
じて参照できるようにする。

従事者情報を一元管理し，必要に応じてシェアする

A大学
(所属元)

X大学
(放射線施設)

デジタル化することで期待される効果; 
・管理事務の削減。
・学外の施設を利用するための手続きの迅速化。
・所属元，放射線施設の双方で管理記録を確実に保持できる。
・これまで経験のない部局や大学でも容易に従事者管理ができる。

登録

施設
利用

従事者管理プラットフォーム(SaaS)

①各大学はこのプラットフォーム上で自分のところの従事者管理を行う
②放射線施設を有する大学は利用者の管理情報をプラットフォームから入手する

A 大学
従事者管理

B 大学
従事者管理

C 大学
従事者管理 ・・・ X 大学

従事者管理

①登録 ①登録 ①登録

②施設利用

②管理情報

従事者管理
プラットフォーム

(SaaS)
A 大学 B 大学 C 大学 X 大学

大学を横断して情報を共有する仕組み(案)

リアルタイムに共有

ここまでの体制を作るには，
道のりは長いですが，

大学間でフォーマットを統一して，
個人管理情報のやりとりを容易にする

試みを行っています

放射線安全規制研究戦略的推進事業費事業
健全な放射線防護実現のためのアイソトープ総合センター
をベースとした放射線教育と安全管理ネットワーク
(2017~2021年度，原子力規制委員会，渡部浩司)

(目的，抜粋) 近年、放射線利用は多様化しており、放射線
業務従事者を管理する上で、さまざまな利用形態を考慮し
た管理が求められてきている。特に大学においては、初め
て放射線業務を行う人（学生）が多数在籍し、なおかつ人
の移動も頻回に発生する。このような状況下で健全な放射
線管理・防護を実現するために放射線業務従事者に係る管
理情報の一元化のための安全管理ネットワークを構築する
ことを本事業の目標とする。

A-6



•

•
•

•

•

インターネットと接続
しない「専用線」

1. 各大学が利用者を受け入れるときに
収集している個人管理項目を調査し，

2. 共通のフォーマットを作成した。
3. 共通フォーマットを使って個人管理
情報をやりとりするシステムを構築。
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1. 各大学が利用者を受け入れるときに
収集している個人管理項目を調査し，
2. 共通のフォーマットを作成した。
3. 共通フォーマットを使って個人管理
情報をやりとりするシステムを構築。
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1. 各大学が利用者を受け入れるときに
収集している個人管理項目を調査し，
2. 共通のフォーマットを作成した。
3. 共通フォーマットを使って個人管理
情報をやりとりするシステムを構築。

(構築中)

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

③ Upload
⑤ Download

CSV

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

コンバータプログラム② 共通CSVに変換

共通
CSV

共通
CSV

X大学
個人管理システム

⑥ X大学が使える
フォーマットに変換

コンバータプログラム

④ X大学に利用申請すると，
X大学が従事者情報を共有できる
ようになる

コンバータプログラム

コンバータプログラム

会期: 2021年12月1日(水)～3日(金)
会場: Web開催
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学内の放射線業務従事者情報管理体制
に関するアンケート
結果報告(抄)

実施者: 大学等放射線施設協議会
期間: 2020年9月30日～11月30日
発送: 250 事業所
回答: 79 事業所(31.6 %), 55 大学(機関),

設問

・回答者のメールアドレス，大学・事業所名，氏名
・回答に含まれる業務従事者の; 
- 従事者数(概数)
- 属性(RI規制法 / 電離則 / 両方)
- 身分(職員 / 学生)

・学内の事業所数

・管理部署(どこで管理しているか)
・管理の方法(個人管理システム / 紙ベース/ …)

・全学で一元管理している部署があるか
・お困りのことやご意見

1. 従事者数(概数)

2. 管理部署

・新規教育訓練/再教育
・外部被ばく/内部被ばく
・健康診断

どこの部署が管理しているか？
各事業所(RI 規制法上)，アイソトープ総合センター，
各事業場(労働安全衛生法上)，保健管理センター

※重複回答
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2. 管理部署

アイソトープ
総合センター

事業場
(労安法)

その他

事業所
(RI規制法)

新規教育

2. 管理部署

アイソトープ
総合センター

事業場
(労安法)

その他

事業所
(RI規制法)

新規教育 再教育

外部
被ばく

内部
被ばく

健康診断保健管理
センター

・アイソトープ総合センターの関与は20～25 %。
・事業場(労安法)の関与は7～30%。
・健康診断は，事業場(労安法)と保管管理センターの関与が大
きい。

3. 管理の方法

・新規教育訓練/再教育
・外部被ばく/内部被ばく
・健康診断

どのように管理しているか？
従事者管理システム，紙ベース，
Excel など汎用スプレッドシートソフトウェア，…

※重複回答
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3. 管理の方法 新規教育
従事者管理
システム

紙ベース

Excel等のスプ
レッドシート

その他

3. 管理の方法 新規教育 再教育

外部
被ばく

内部
被ばく

健康診断

従事者管理
システム

紙ベース

Excel等のスプ
レッドシート

その他

・紙ベースでの管理が多い。
・次いで，Excel等のスプレッドシート，従事者管理システム
も利用されている。

4. 学内で一元管理を行っている部署があるか？[%]

業務従事者の一元管理を行っていないという回答が2/3で
あった。1/3の事業所では学内一元管理体制があるものの，
事業所(事業場)ごとの管理も併用している例があった。

ある
34 ない

66
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5. 困りごと等(自由記載欄) (抜粋)

「従事者一元管理システムがあるので、部局間のやり取りに
は支障を感じていない。しかしながら、他大学・他機関との
やり取りにおいて、必要としている健康診断の項目が異なっ
ていたため利用者に再度の健康診断を受診してもらった事が
あります」

「被ばく歴証明書等の様式が事業所によって異なる。一元管
理している部署がないため、その都度電話連絡して紙媒体で
情報をやり取りするなどの手間が生じている。外部施設利用
者について、他事業所とのやり取りで法改正後再教育訓練の
安全取扱の詳細（密封、非密封、発生装置毎の時間数等）ま
で求めている施設もあり、様式が異なる」

まとめ

・学内における従事者管理は，全学一元化されているところ
は1/3程度であり，事業所(事業場)単位で行われていることが
多い。
・紙ベースやExcel等で管理している場合も多く，業務負担も
大きいと予想される。
・管理項目や様式が違うことから情報のやりとりに手間がか
かっている。
・一元管理することで管理と情報共有に係るコストの低減が
期待できる。
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1.
RI

RI
( )

(2017 2021 )
2.

(21 )
(CSV )

A X

SINET L2-VPN

(
) (15 )

3.

e-Learning

4.
(CSV )

③令和3年度放射線安全取扱部会年次大会
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記載あり
(15)

記載なし(1)

【 教育訓練 】

記載可(1)

記載あり
(14)

記載なし(2)

記載可(1)

(立入前) (再教育)

教育訓練の記載の有無
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記載あり
(7) 記載なし

(9)記載可
(1)

記載あり
(14)

記載なし(2)
(立入前) (定期)

健康診断の記載の有無
【 健康診断 】
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利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学 X大学

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学 X大学

SINET5を利用し，全国のRIセン
ターを結ぶ「閉じた」ネットワーク
を構築し，セキュリティを確保

従事者管理専用ネットワーク

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学 X大学

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学 X大学

A大学の
従事者
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利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学 X大学

A大学の
従事者

X大学の
施設

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学 X大学
施設利用

A大学の
従事者

X大学の
施設

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学
施設利用

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

② 共通CSVに変換

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

③ Upload

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

② 共通CSVに変換

共通
CSV
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利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

③ Upload

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

② 共通CSVに変換

共通
CSV

④ X大学に利用申請すると，
X大学が従事者情報を共有できる
ようになる

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

③ Upload
⑤ Download

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

② 共通CSVに変換

共通
CSV

共通
CSV

④ X大学に利用申請すると，
X大学が従事者情報を共有できる
ようになる

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

③ Upload
⑤ Download

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

② 共通CSVに変換

共通
CSV

共通
CSV

④ X大学に利用申請すると，
X大学が従事者情報を共有できる
ようになる

コンバータプログラム

コンバータプログラム

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

③ Upload
⑤ Download

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

② 共通CSVに変換

共通
CSV

共通
CSV

④ X大学に利用申請すると，
X大学が従事者情報を共有できる
ようになる

コンバータプログラム

利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

③ Upload
⑤ Download

CSV

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

② 共通CSVに変換

共通
CSV

共通
CSV

X大学
個人管理システム

⑥ X大学が使える
フォーマットに変換

④ X大学に利用申請すると，
X大学が従事者情報を共有できる
ようになる

コンバータプログラム
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利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

③ Upload
⑤ Download

CSV

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

コンバータプログラム② 共通CSVに変換

共通
CSV

共通
CSV

X大学
個人管理システム

⑥ X大学が使える
フォーマットに変換

コンバータプログラム

④ X大学に利用申請すると，
X大学が従事者情報を共有できる
ようになる

コンバータプログラム

コンバータプログラム
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⼤学における放射線業務従事者の一貫管理

東北⼤学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター
渡部浩司-佐藤和則
kykkfykfk8

背景

背景

放射線fエックス線を取り扱う者 U放射線業務従事者Vの以下の記
録を保管し，かつ本⼈への交付が義務付けられている U_A規制
法，労働安全衛⽣法V。

Ç 被ばく管理

Ç 健康診断

Ç 教育訓練

kf8y

事業所数の推移

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020
0

100
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300
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700
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1000

����

����

Year

原子⼒規制委員会・規制の現状より jf8y

S@jkの国内流通

1995 2000 2005 2010 2015 2020
0

200000

400000

600000

800000

1000000

1200000

1400000

Year

M
B
q

日本アイソトープ協会・放射線利⽤統計よりデータを抽出

9f8y

S1hおよび aS1*hに関連した論⽂数

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020
0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

SPECT

PET

Year

P
ub
lic
at
io
ns

Sm#J2/ よりデータを抽出

⑥放射線安全管理研修会(放射線障害防止中央協議会)
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⼤学における放射線施設の特徴

Ç 全国で 938 UkyRN年V の教育機関が使⽤施設として登録
Ç 複数の部局やキャンパスがあり、学内に複数の事業所を有す
る U東北⼤学の場合 R9事業所V

Ç 各事業所は基本的には独⽴組織として機能し、統括する上位
委員会・機構が存在する

Ç 多数の専任スタッフを抱える⼤きな規模の施設から、専任ス
タッフがいない⼩規模施設まで。s線発⽣装置のみを有する
研究室は多数あり

Ç 放射線取扱従事者として少数の職員および多数の学⽣

Ç ⼤学が最初の放射線を取扱う機会

Ç 外国⼈の従事者も多数在籍

多様性

ef8y

⼤学における放射線施設の特徴

Ç 全国で 938 UkyRN年V の教育機関が使⽤施設として登録
Ç 複数の部局やキャンパスがあり、学内に複数の事業所を有す
る U東北⼤学の場合 R9事業所V

Ç 各事業所は基本的には独⽴組織として機能し、統括する上位
委員会・機構が存在する

Ç 多数の専任スタッフを抱える⼤きな規模の施設から、専任ス
タッフがいない⼩規模施設まで。s線発⽣装置のみを有する
研究室は多数あり

Ç 放射線取扱従事者として少数の職員および多数の学⽣

Ç ⼤学が最初の放射線を取扱う機会

Ç 外国⼈の従事者も多数在籍

多様性

ef8y

⼤学における現状の課題

予算

Ç 年々⼤学全体の運営費交付金が減少しており、各放射線施設
の予算減 U効率化係数が考慮されるV

Ç _Aの利⽤減にともない、学内施設の利⽤者数が⼤幅に減って
おり U従事者数はそれほど減っていないV、⼤きな予算が取れ
ない

Ç ⼤学全体における_A関係者は相対的に少なく、⼤学本部で
優先度が低い

スタッフ・施設

Ç ⼈件費削減により専属のスタッフ数が減少

Ç RNdy年代@RN3y年代の_A利⽤全盛期に設置された施設が多
く、施設の設備が古いままで、廃止も莫⼤な費⽤がかかるた
め進められない df8y

⼤学における現状の課題

放射線従事者の属性

Ç 学⽣が放射線従事者として多数所属するが、学⽣は労働安全
衛⽣法の管轄外であり、職員と学⽣の安全管理が一括化され
ていない

Ç ダブルアポイントメント制度など⼈材の多様化

Ç 昨今の国際化の流れを受け、さまざまな国から、多数の短
期・⻑期留学⽣・外国⼈教員が放射線作業を行う

Ç 部局をまたいだ研究が増えており、学内の複数の事業所に従
事者登録 U個⼈線量計も異なるV

Ç 学外の⼤型放射線施設で実験を行うことが多くなってきて
いる

⼈の管理が複雑化

3f8y

⼤学における現状の課題

放射線従事者の属性

Ç 学⽣が放射線従事者として多数所属するが、学⽣は労働安全
衛⽣法の管轄外であり、職員と学⽣の安全管理が一括化され
ていない

Ç ダブルアポイントメント制度など⼈材の多様化

Ç 昨今の国際化の流れを受け、さまざまな国から、多数の短
期・⻑期留学⽣・外国⼈教員が放射線作業を行う

Ç 部局をまたいだ研究が増えており、学内の複数の事業所に従
事者登録 U個⼈線量計も異なるV

Ç 学外の⼤型放射線施設で実験を行うことが多くなってきて
いる

⼈の管理が複雑化
3f8y

過去と現在の学内放射線・_A施設

過去

Ç 部局が⾃前の放射線施設を有する

Ç 施設の利⽤者は、その部局に所属する者のみ

Ç 施設単位で従事者管理が可能

��A

���a

��B ��A ��B ��C

�� �	


�����

b��� b������a

Nf8y
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過去と現在の学内放射線・_A施設

現在

Ç 放射線の利⽤形態の多様化!部局を越えた利⽤
Ç 施設の集約化!施設を有しない部局からの利⽤者
Ç 学外共同利⽤施設の利⽤者が増加

��A

���a

��B ��A ��B ��C

�� �	


�����

b��� b������a

Nf8y

所属外の施設を利⽤する際の問題

Ç 事業所は、その規模や利⽤形態に合わせて、予防規程が定め
られている U国⽴⼤学では、kyy9年の独法化に伴い、各⼤学
の裁量範囲が⼤きくなり、各⼤学毎にルールが発展V

Ç kyR3年に施行された_A等規制法の改正により、教育訓練の
内容が事業所毎に異なる

Ç _A規制法では外部利⽤者も含めて施設に⽴ち⼊る者の管理
が必要な一⽅、労安法は組織に所属する者の管理を要求する
ため、他部局への派遣についても管理義務が発⽣

����

����

����

RI�	
 ��


Ryf8y

情報管理部⾨
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⼤学等放射線施設協議会「学内の放射線業務従事者情報管理体制に関するアンケート」

RRf8y

情報管理⽅法
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⼤学等放射線施設協議会「学内の放射線業務従事者情報管理体制に関するアンケート」

Rkf8y

放射線安全規制研究戦略的推進事業費事業

「健全な放射線防護実現のためのアイソトープ総合センターを
ベースとした放射線教育と安全管理ネットワーク」UkyRdĜkykR
年度VUCSCyydy8dV

⽬標

近年、放射線利⽤は多様化しており、放射線業務従事者を管理
する上で、さまざまな利⽤形態を考慮した管理が求められてき
ている。特に⼤学においては、初めて放射線業務を行う⼈（学
⽣）が多数在籍し、なおかつ⼈の移動も頻回に発⽣する。この
ような状況下で健全な放射線管理・防護を実現するために放射
線業務従事者に係る管理情報の一元化のための安全管理ネット
ワークを構築することを本事業の⽬標とする。

Rjf8y

国⽴⼤学アイソトープ総合センター

ǢǤǽȈȸȗዮӳǻȳǿȸענ

ᲢèᯓӕٻƸŴ�ᚨŵᲣ

R9f8y
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⼤学間_A従事者管理システムの概要

aAL1h8を利⽤した_A*ネットワーク

aAL1h8とは？

Ç ⽇本全国の⼤学、研究機関等の学術情報基盤として、国⽴情
報学研究所 ULAAVが構築、運⽤している学術情報通信ネット
ワーク

Ç 全国 3yy以上の⼤学・研究機関等が利⽤ U現在、aAL1heへ
移行作業中V

活⽤例 U?iiTb,ffrrrXbBM2iX�/XDT V

Ç 国⽴⼤学病院における医療情報遠隔バックアップシステムの
構築 U東京⼤学 医学部附属病院V

Ç ⼩惑星探査機「はやぶさ k」U宇宙航空研究開発機構 宇宙科
学研究所V

Ç レーザー電子光を⽤いてハドロンの性質を研究する G1Sa
実験 U_*LSĜaS`BM;@3V R8f8y

aAL1h8を利⽤した_A*ネットワーク UlJ_A*@GkV

aAL1h8 のインフラを利⽤することにより容易に全国の _A セン
ターを接続した oSLUpB`im�H T`Bp�i2 M2irQ`FV を構築

A��RI����

B��RI����
C��RI����

D��RI����

E��RI����
G��RI����

L2 ��	
���

��������	
�����
�����������F��RI����

Ref8y

⼤学間_A従事者管理システム

国⽴⼤学アイソトープ総合センター会議の会員校が中⼼となり、
現在の従事者管理の問題を解決すべく、「⼤学間_A従事者管理シ
ステム」を開発

ネットワークを通して従事者情報をやりとりでき、ペーパーレス
な従事者の情報交換が可能となる。

Rdf8y

⼤学間_A従事者管理システム構成 R

全学従事者管1システ%

2大学 4大学 5大学 6大学

ＳＩＮＥＴ５

R3f8y

⼤学間_A従事者管理システム構成 k

・ ・

・ ・

・

・

【WEBアプリケーショ&】

画面一覧（案） 帳票一覧（案）

CSVファイルアップロード 従事者証明書

従事者一覧 申送書

他大学利用申請

他大学利用申請一覧

OS
（CentOS7）

WEBサーバ
（Apache ＋ Tomcat）

DB
（PostgreSQL）

WEBアプリケーショ&
（Java）

専用アプリケーショ&
（Java）

RNf8y
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⼤学間_A従事者管理システムの利⽤の流れ
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(1)CSV��
���"#$%&

(3)'���
(

(4))*��
(
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(6)-./0

RX 各事業所の個⼈管理システムから特定の従事者の個⼈情報を
*aoフォーマットで書き出す kyf8y

⼤学間_A従事者管理システムの利⽤の流れ

������
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SINET
L2-VPN
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CSV
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CSV

��
CSV

���
������(2)��CSV������ !

(1)CSV��
���"#$%&

(3)'���
(

(4))*��
(

(5)+,

(6)-./0

kX マニュアルあるいはコンバータプログラムで共通 *ao
フォーマットに変換する kyf8y

⼤学間_A従事者管理システムの利⽤の流れ
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L2-VPN
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������(2)��CSV������ !

(1)CSV��
���"#$%&

(3)'���
(

(4))*��
(

(5)+,

(6)-./0

jX 共通 *aoフォーマットファイルを、サーバに�⼤学事業所
の管理者がアップロード kyf8y

⼤学間_A従事者管理システムの利⽤の流れ
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�
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SINET
L2-VPN

A� X�

CSV
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������(2)��CSV������ !

(1)CSV��
���"#$%&

(3)'���
(

(4))*��
(

(5)+,

(6)-./0

9X s⼤学事業所の管理者が、申請された共通 *aoフォーマッ
トファイルをダウンロード kyf8y

⼤学間_A従事者管理システムの利⽤の流れ
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(6)-./0

8X 内容を確認し、プロジェクト共通サーバ上で承認ボタンを押
して承認する kyf8y

⼤学間_A従事者管理システムの利⽤の流れ
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eX �⼤学の従事者がs⼤学の事業所を利⽤
kyf8y
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⼤学間_A従事者管理システム

kRf8y

共通*aoフォーマット

kkf8y

放射線業務従事者証明書
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kjf8y

共通*aoフォーマット・コンバーター

Ç 各⼤学が持つ管理帳簿様式、ファイルフォーマット、帳簿内
容が異なる

Ç 共通 *aoフォーマットへの変換は⼿⼊⼒が必要
Ç 各⼤学の個⼈情報帳簿から共通 *aoフォーマットへのコン
バーターの開発

Ç 1s*1Gのマクロ機能を利⽤

Ç 現在以下の Rj⼤学のコンバーターが開発済み
熊本⼤、⿅児島⼤、九州⼤、⻑崎⼤、⿃取⼤、徳島⼤、神戸
⼤、東京工業⼤、東京医科⻭科⼤、千葉⼤、筑波⼤、広島⼤
学、東北⼤

k9f8y

対向oSLを⽤いた⼤学間 _A 従事者管理システムへの接続

Ç aAL1h@GkoSLはセキュアで高品質な接続が可能だが、
aAL1h接続地域限定

YAMAHAルータを⽤いた VPN接続
• YAMAHAルータの L2TPv3 によるトンネリン
グ

• L2 トンネリングなので L2VPN と同等で、接
続すれば最⼩限の設定で通信可能

•【デメリット】
・ルーターを⽤意する必要がある
・トンネリングによりパケットが分割される
ので、速度の低下がある

k8f8y

:HQ#�H am`p2v QM J�M�;2K2Mi Q7
_�/B�iBQM qQ`F2`b
放射線業務従事者の管理についての国
際アンケート
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⽬的

海外における放射線業務従事者の管理状況-特に国による一元管
理の状況について調査し-わが国の管理体制構築の参考とする。

⽅法

回答の収集

アンケートq2#サイト U:QQ;H2 6Q`KVによる。

依頼の⽅法
国⽴⼤学アイソトープ総合センター関係者を経由して海外の関
係者への回答依頼を行った。

設問

基本項⽬

Ç 回答者の氏名，メールアドレス，国名，所属 U事業所名V，
役職 U`QH2V

Ç 取扱の形態 U⾮密封f密封f加速器fs線V
Ç 従事者の数，⾝分 U職員f学⽣V

記録の管理

教育訓練f被ばく管理f健康診断のそれぞれについて

Ç どこが管理しているか

Ç どのように管理しているか U個⼈管理システムf1t+2Hf紙
ベースV

設問

個別項⽬

Ç 教育訓練
Ç 初期教育の時間数
Ç 形態 U対⾯講義fオンラインf実習V
Ç 再教育の頻度

Ç 被ばく管理
Ç 測定⽅法
Ç 内部被ばくの記録をしているか

Ç 健康診断
Ç 取扱前健康診断の義務があるか
Ç 健康診断の項⽬

アンケート結果

回答数,R3

aQmi? EQ`2�- S?BHBTTBM2b- �mbi`�HB�- "�M;H�/2b?- AM/QM2bB�-
J�H�vbB�- h?�BH�M/UkV- a`B G�MF�- 1;vTi- Ab`�2H- A`�M-
h�Mx�MB�UkV- 6BMH�M/- lMBi2/ ai�i2b- *�M�/�UkV UR8ケ国V

アンケート結果

ᙧែ(㠀ᐦᑒ/ᐦᑒ/ຍ㏿ჾ/X⥺)ࡢᢅྲྀ

ᐦᑒ㸪㠀ᐦᑒ㸪ࡢ⥺ࢫࢡࢵ࢚⏝ࡀከࠋ࠸ຍ㏿ჾࡢ⏝4ࡶࠋࡿ࠶

㠀ᐦᑒ

ᐦᑒ

ຍ㏿ჾ

⥺ࢫࢡࢵ࢚

jyf8y

アンケート結果

ᚑ⪅ᩘࡢ

50ே௨ୗࡢᴗᡤ500ࡽே௨ୖࡢつᶍᴗᡤ࡛ࡲᖜᗈࠋ࠸

jRf8y
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アンケート結果

ᚑ⪅ࡢ㌟ศ(⫋ဨ/Ꮫ⏕)

ࠋࡿࡵ༨ࢆከᩘࡀ(ࡴྵࢆ⏕Ꮫ㝔)⏕㸪Ꮫࣇࢵࢱࢫ

⫋ဨ

Ꮫ㒊Ꮫ⏕

Ꮫ㝔⏕

እ㒊ࡢࡽ⏝⪅

jkf8y

アンケート結果

⦏ᩍ⫱カ࣮ࡿ࠸࡚ࡋ⟶ಖࢆグ㘓ࡀࡇ

࣭㞠⏝⪅ࡀಖ⟶ࡿ࠸࡚ࡋྜࡀ㧗ࠋ(1/3)࠸
࣭ᅜࡀಖ⟶3ࡶࢁࡇࡿ࠸࡚ࡋࠋࡿ࠶

ᅜ

ᑓ㛛ࡢⓏ㘓ᶵ㛵

㞠⏝⪅

ᨺᑕ⥺タ

jjf8y

アンケート結果

グ㘓ࡃࡤ⿕࣮ࡿ࠸࡚ࡋ⟶ಖࢆグ㘓ࡀࡇ

ᅜ

ᑓ㛛ࡢⓏ㘓ᶵ㛵

㞠⏝⪅

ᨺᑕ⥺タ

࣭㞠⏝⪅ᅜࡢ୧᪉ࡀಖ⟶ࠋࡿ࠸࡚ࡋ

j9f8y

アンケート結果

ᗣデ᩿࣮ࡿ࠸࡚ࡋ⟶ಖࢆグ㘓ࡀࡇ

ᅜ

ᑓ㛛ࡢⓏ㘓ᶵ㛵

㞠⏝⪅

ᨺᑕ⥺タ

࣭㞠⏝⪅ᅜࡢ୧᪉ࡀಖ⟶ࠋࡿ࠸࡚ࡋ

j8f8y

アンケート結果

࣭ᩍ⫱カ⦎ࡣᴗᡤࡀࡇࡿ࠸࡚ࢀࡉ⌮⟶࡛࣒ࢸࢫࢩࡢከࠋ࠸

࣭⣬4ࡣ⌮⟶ࡢ࡛ࢫ࣮࣋⛬ᗘ(᪥ᮏࡢᏛ5ࠥࡣ)ࠋ

⦏᪉ἲ࡛㸽࣮ᩍ⫱カ࡞࠺ࡼࡢ

ᅜ࣒ࢸࢫࢩࡢ

ᴗᡤ࣒ࢸࢫࢩࡢ

⾲ィ⟬ࢺࣇࢯ

⣬ࢫ࣮࣋

jef8y

アンケート結果

グ㘓ࡃࡤ⿕᪉ἲ࡛㸽࣮࡞࠺ࡼࡢ

࣭⣬ࡀ⌮⟶ࡢ࡛ࢫ࣮࣋ከࡀ࠸㸪4⛬ᗘࠋ

ᅜ࣒ࢸࢫࢩࡢ

ᴗᡤ࣒ࢸࢫࢩࡢ

⾲ィ⟬ࢺࣇࢯ

⣬ࢫ࣮࣋

jdf8y
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アンケート結果

᪉ἲ࡛㸽࣮ᗣデ᩿࡞࠺ࡼࡢ

࣭⣬ࡀ⌮⟶ࡢ࡛ࢫ࣮࣋ከࡀ࠸㸪4⛬ᗘࠋ

ᅜ࣒ࢸࢫࢩࡢ

ᴗᡤ࣒ࢸࢫࢩࡢ

⾲ィ⟬ࢺࣇࢯ

⣬ࢫ࣮࣋

j3f8y

アンケート結果

࠙ᩍ⫱カ⦎ึࠚᮇᩍ⫱ࡢ㛫ᩘ

1-2 hours Australia
2 hours Thailand
3-4 hours Canada
12 hours South Korea
5 days Tanzania
1 week Bangladesh, Egypt
1 month Philippines

It depends on the context...
1~2㛫ࢣ1ࡽ᭶࡛ࡲᖜࠋࡓࡗ࠶ࡀ

jNf8y

アンケート結果

࠙ᩍ⫱カ⦎ࠚᙧែ(ᑐ㠃ㅮ⩏/ࣥࣛࣥ࢜/ᐇ⩦)

ᑐ㠃ㅮ⩏ࢇࡤࡕ࠸ࡀከࡀ࠸㸪ᐇ⩦ࣥࣛࣥ࢜ࡶㅮ⩏ࡶᐇࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉ

ᑐ㠃ㅮ⩏

⩏ㅮࣥࣛࣥ࢜

ᐇ⩦

9yf8y

アンケート結果

࠙ᩍ⫱カ⦎ࠚᩍ⫱ࡢ㢖ᗘ

ᖺ2ᅇ Egypt, Iran, Thailand
ᖺ1ᅇ Malaysia, Sri Lanka, Israel,

Bangladesh, Australia,
South Korea, United States,
Tanzania

2~3ᖺ1ᅇ Indonesia

ᖺ1ᅇᩘ༙ࡀ㏆ࢆࡃ༨ࠋࡓࡵ

9Rf8y

アンケート結果

࠙ᩍ⫱カ⦎ࠚᩍ⫱ࡢ㢖ᗘ

It depends on what kind of radiation work, radiographer, medical physicist or 
nuclear medicine physician.
(Finland)

every 3 years as RPO and ARPO and 5 years for all staff.
(Philippines)

In general, there is no specific regulations required for radiation workers in 
Thailand to have a radiation-training course every year. However, taking a 
radiation course or participating in a conference is used as a part of personal 
development to increase the key performance indicators (KPIs).
(Thailand)

(ࡁ࡙ࡘ)

ࠋࡿ࡞␗ࡣ㢖ᗘ࡚ࡗࡼ✀⫋

(௵⪅ᐃᮇㅮ⩦┦ᙜ㸽ࡢ᪥ᮏ)⫱ᩍࡢᗘ୍3ᖺࡣ⪅⌮⟶

ホ౯ࡀཧຍࡢ㸪Ꮫࡀ࠸࡞ࡣࡵᐃࡢ⫱ᩍἲ௧ࡣ࡛ࢱ

ࠋࡿ࠶ࡀࡇࡿ࡞ᣦᶆࡢ

9kf8y

アンケート結果

(.㟁Ꮚ⥺㔞ィ/ࢪࢵࣂ/TLD)ᐃ᪉ἲ ࠚ⌮⟶ࡃࡤ⿕࠙

TLDࡀከࡃ㸪ࣔࢪࢵࣂࢢࣥࣜࢱࢽ㸪㟁Ꮚ⥺㔞ィࠋࡃ⥆ࡀ

㟁Ꮚ⥺㔞ィ

TLD

ࢪࢵࣂ

9jf8y
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アンケート結果

ࡿ࠸࡚ࡋࢆグ㘓ࡢࡃࡤ⿕ෆ㒊ࠚ⌮⟶ࡃࡤ⿕࠙

99f8y

アンケート結果

࠙ᗣデ᩿ᢅྲྀࠚ๓ᗣデ᩿ࡿ࠶ࡀົ⩏ࡢ

2/3࡛ྲྀᢅ๓ࡢᗣデ᩿ࠋࡓࡗ࠶ࡀົ⩏ࡢ

98f8y

アンケート結果

࠙ᗣデ᩿ࠚᗣデ᩿ࡢ㡯┠

ከࡢࡃᅜ࡛⾑ᾮ᳨ᰝࡀ⩏ົࠋࡿ࠸࡚ࢀࡽࡅ

⾑ᾮ᳨ᰝ

║

⓶

9ef8y

アンケート結果まとめ

Ç 回答数が少ないためそれぞれの国の実情を代表するデータで
はないが，諸外国の管理の状況をある程度知ることができた。

Ç 回答があったうち約半数の国では，被ばくや健康診断など何
らかの項⽬で国が記録の保存に関与していた。

Ç 全国一元管理システムを希望するコメントがあり，⽇本以外
でも同様の従事者管理の問題があることが⽰唆された。

9df8y

将来の放射線・_A施設

RX 放射線・_A施設が共通フォーマットを利⽤し、安全にデータ
のやりとりができる

kX 複数の放射線・_A施設が共通のプラットフォームで放射線作
業従事者の管理を可能とする

jX 学外施設とも安全に従事者情報のやりとりができる
9X 個々⼈が⾃分の従事者情報を管理
8X 全国の事業所が互いにゆるく接続し、仮想的な⼤事業所-国
際展開

93f8y

将来の放射線・_A施設

RX 放射線・_A施設が共通フォーマットを利⽤し、安全にデータ
のやりとりができる

kX 複数の放射線・_A施設が共通のプラットフォームで放射線作
業従事者の管理を可能とする

jX 学外施設とも安全に従事者情報のやりとりができる
9X 個々⼈が⾃分の従事者情報を管理
8X 全国の事業所が互いにゆるく接続し、仮想的な⼤事業所-国
際展開

93f8y
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RADIATION

WORKERS

MATTER

9Nf8y
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8yf8y
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テーマࡽ：⼤学・研究機関の放射線業務従
事者の情報の共有化と一元管理

国⽴⼤学アイソトープ総合センター会議
東北⼤学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター
渡部浩司

⽇本保健物理学会・⽇本放射線安全管理学会合同⼤会放射線防護
アンブレラと⼤学 ¥İによるジョイント企画セッション「我が国
の放射線防護の課題を解決するためのネットワーク」

国⽴⼤学アイソトープ総合センター

ǢǤǽȈȸȗዮӳǻȳǿȸענ

ᲢèᯓӕٻƸŴ�ᚨŵᲣ

名古屋⼤学 éy センター提供

放射線安全規制研究戦略的推進事業費事業

「健全な放射線防護実現のためのアイソトープ総合センター
をベースとした放射線教育と安全管理ネットワーク」
ࣱࢉࡱࡱࡱ�年度ࣱ࣯�âࡹࡽࡱࡽँࡹࡱࡽ࣯

⽬標

近年、放射線利⽤は多様化しており、放射線業務従事者を
管理する上で、さまざまな利⽤形態を考慮した管理が求め
られてきている。特に⼤学においては、初めて放射線業務
を⾏う⼈（学⽣）が多数在籍し、なおかつ⼈の移動も頻回に
発⽣する。このような状況下で健全な放射線管理・防護を
実現するために放射線業務従事者に係る管理情報の一元化
のための安全管理ネットワークを構築することを本事業の
⽬標とする。

本事業のロードマップ

1

事業計画%マイルストーン-事業追加項123む）事業計画%マイルストーン-事業追加項123む）
令和2年度 令和3年度 (令和4年度)

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

全体会議
開催

全体会議
開催

システ8開発(拡張)

継続!"利$のための試算・検討
放射線業務従事者情報一元管89:す<全
国!"共通8Aの形成

システ8試験運$ システ8本格運$

使$マニュアル・接続マニュアルの整備

利$機:9おけ<体制・規程等整備のため
の雛型検討

背景

放射線ࣩエックス線を取り扱う者 ࣯放射線業務従事者ࣱの以下
の記録を保管し，かつ本⼈への交付が義務付けられている
࣯éy規制法，労働安全衛⽣法ࣱ。

• 被ばく管理
• 健康診断
• 教育訓練

過去と現在の学内放射線・éy施設

過去
• 部局が⾃前の放射線施設を有する
• 施設の利⽤者は、その部局に所属する者のみ
• 施設単位で従事者管理が可能

��A

���a

��B ��A ��B ��C

�� �	


�����

b��� b������a

④第3回日本放射線安全管理学会日本保健物理学会合同大会
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過去と現在の学内放射線・éy施設

現在
• 放射線の利⽤形態の多様化!部局を越えた利⽤
• 施設の集約化!施設を有しない部局からの利⽤者
• 学外共同利⽤施設の利⽤者が増加

��A

���a

��B ��A ��B ��C

�� �	


�����

b��� b������a

現在の学内放射線・éy施設が抱える諸問題

• 新規部局の創設に伴い、複雑な雇⽤体系 ࣯複数部局所
属、学外とのデュアル・アポイントメントࣱが増加

• éy施設の⽼朽化、管理者の⼈材不⾜
• 派遣側ࣩ受け⼊れ側の主任者や実務担当者に多⼤な作業
負担

• 紙ベースの作業に起因するヒューマンエラーや情報の
取りこぼし

• 管理主体がどこなのかはっきりせず、個⼈情報の記録
の散逸、重複が見受けられる

• 職員と学⽣、éyと ķ線の取扱の違いがあり、管理が複
雑化している

現在の学内放射線・éy施設が抱える諸問題

一元管理

éy規制法では外部利⽤者も含めて施設に⽴ち⼊る者の管理
が必要な一⽅、労安法は組織に所属する者の管理を要求す
るため、他部局への派遣についても管理義務が発⽣

����

����

����

RI�	
 ��


学内の放射線業務従事者情報管理体制
に関するアンケート
結果報告(抄)

実施者: 大学等放射線施設協議会
期間: 2020年9月30日～11月30日
発送: 250 事業所
回答: 79 事業所(31.6 %), 55 大学(機関),

どこで教育訓練を管理していますか？ どこで被ばく情報を管理していますか？
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どこで健康診断情報を管理していますか？ 2. 管理部署

アイソトープ
総合センター

事業場
(労安法)

その他

事業所
(RI規制法)

新規教育 再教育

外部
被ばく

内部
被ばく

健康診断保健管理
センター

どうやって教育訓練の情報を管理していますか？ どうやって被ばく情報を管理していますか？

どうやって健康診断情報を管理していますか？ 3. 管理の方法 新規教育 再教育

外部
被ばく

内部
被ばく

健康診断

従事者管理
システム

紙ベース

Excel等のスプ
レッドシート

その他
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解決策

ࡹ 全国の放射線施設・事業所をネットワーク接続

ࡽ 従事者共通フォーマット

ࢁ 複数事業所での従事者情報の共有化システム

óy¥Eÿࢉを利⽤したéy,ネットワーク ࣯Ď¡éy,ࣱࣽࡽ�

国⽴情報学研究所 ࣯¥yyࣱが構築、運⽤している学術情報通信
ネットワーク”óy¥Eÿࢉ”のインフラを利⽤することにより
容易に全国の éyセンターを接続した Ĭâ¥࣯˙Ƕɼʚʯŗț ɱɼǶ˙ŗʚƨ
ȳƨʚ˝Ʉɼȕࣱを構築

A��RI����

B��RI����
C��RI����

D��RI����

E��RI����
G��RI����

L2 ��	
���

��������	
�����
�����������F��RI����

共通,óĬフォーマット 放射線業務従事者証明書
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共通,óĬフォーマット・コンバーター

• 各⼤学が持つ管理帳簿様式、ファイルフォーマット、
帳簿内容が異なる

• 共通 ,óĬフォーマットへの変換は⼿⼊⼒が必要
• 各⼤学の個⼈情報帳簿から共通 ,óĬフォーマットへの
コンバーターの開発

• Eķ,E�のマクロ機能を利⽤
• 複数の⼤学で利⽤可能なコンバーターが開発済み
熊本⼤、⿅児島⼤、九州⼤、⻑崎⼤、⿃取⼤、徳島⼤、
神戸⼤、東京工業⼤、東京医科⻭科⼤、千葉⼤、筑波
⼤、広島⼤学、東北⼤

⼤学間éy従事者管理システム

������
��	
�
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本年度の活動

• ネットワーク全体会議開催
• ⼤学・研究機関の放射線業務従事者情報の共有化と一
元管理

ࡹ 放射線業務従事者情報一元管理に関する全国的な共通
理解の形成

ࡽ ⼤学以外の機関を含めた連携ネットワークの構築
ࢁ システムの拡張
ࢅ ワーキンググループ ࣯İeࣱ会議の開催

ࡹ 個⼈情報ࣩ学内規程検討 İe
ࡽ 継続的な利⽤のための試算・検討 İe
ࢁ 運⽤拡張ࣩ利⽤マニュアル整備 İe
ࢅ 次世代システム機能検討 İe
ࢉ 教育訓練検討 İe

本⽇のアジェンダ

ࡹ 海外の従事者管理の状況調査アンケート

ࡽ 各İeからの報告
ࢁ 総合討論

各İeからの報告

個⼈情報ࣩ学内規程検討 İe

メンバー

○久下 ࣯北⼤ࣱࣗ寺東 ࣯岡⼭⼤ࣱࣗ三好 ࣯徳島⼤ࣱࣗ泉川 ࣯新潟⼤ࣱࣗ末
⽊ ࣯筑波⼤ࣱࣗ中島 ࣯広⼤ࣱࣗ中島 ࣯九⼤ࣱࣗ⽮永 ࣯静岡⼤ࣱ 名

検討項⽬

放射線業務従事者の一元管理システムを導⼊するにあたりࣗ
組織 ࣯⼤学ࣱとして問題となる事柄を抽出しࣗ解決案を提⽰す
る。特に個⼈情報の扱いとそれに伴い必要となる⼤学内の
ルール ࣯規程ࣱについて重点的に検討する。

個⼈情報ࣩ学内規程検討 İe

検討項⽬
• 学外施設を利⽤しようとする者はࣗ所属⻑にその旨を申
請しࣗ所属⻑が承認する。このときࣗ必要な個⼈情報をࣗ
システム経由でࣗ先⽅ ࣯派遣先ࣱに渡すことに本⼈が同意
する旨の⽂言を⼊れておく。

• システムはࣗ所属元でも派遣先でもない「第三者」が管
理している場合がある。所属元ࣗ派遣先ࣗシステム管理者
࣯第三者ࣱの間で情報管理に関する申し合わせが必要と
なるかどうかࣗ必要ならばその内容について検討する。

• 学内の情報管理に関する規程に適合するかどうかࣗまた
必要ならば学内規程の改正案を提案する。

継続的な利⽤のための試算・検討 İe

メンバー

○吉村 ࣯阪⼤ࣱࣗ柴 ࣯金沢⼤ࣱࣗ原 ࣯医⻭⼤ࣱࣗ佐々⽊ ࣯富⼠電機ࣱ 名ࢅ

検討項⽬

システム導⼊経費ࣗ運⽤コストࣗ使⽤年数ࣗシステム更新費⽤
等について試算を⾏う。全国アンケート調査を⾏いࣗ予想利
⽤⼈数と経費負担についての意見を聴取しࣗ事業としての実
現可能性を探る。
・࣯例ࣱ ࡱࡱࡱࣗࡱࡽ ࣷ⼈ࣩ年ࣹ ࡱࡱࡱࣗࣗࡹ ࣷ円ࣩ⼈ࣗ年ࣹ
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運⽤拡張ࣩ利⽤マニュアル整備 İe

メンバー

○渡部 ࣯東北⼤ࣱࣗ○吉村 ࣯阪⼤ࣱࣗ北 ࣯⿃取⼤ࣱࣗ古嶋 ࣯熊本⼤ࣱࣗ⽮
永 ࣯静岡⼤ࣱࣗ豊⽥ ࣯�E�ࣱ 名ࢍ

検討項⽬

従事者一元管理システムの中⼩規模⼤学への導⼊を図り
ࢁ࣯ 校程度ࣱࣗ利⽤マニュアルの改訂を⾏う。またࣗ本システࢅ
ムを使⽤して実際に従事者証明のやりとりを⾏う。

• 中⼩規模⼤学を対向 Ĭâ¥ルータにて接続しࣗ運⽤を
⾏う。

次世代システム機能検討 İe

メンバー

○渡部 ࣯東北⼤ࣱࣗ柴⽥ ࣯名⼤ࣱࣗ林崎 ࣯東工⼤ࣱࣗ尾上 ࣯⿅児島ࣱࣗ佐
波 ࣯�E�ࣱࣗ佐々⽊ ࣯富⼠電機ࣱ 名ࢍ

検討項⽬

従事者一元管理システムの利⽤促進に向けて必要となる機
能についてࣗこれまでに構築したシステムの使⽤経験をもと
に検討し、次世代システム機能として提案する。

• 電⼦証明 ࣯印鑑の代替ࣱ
• 次世代セキユリティシステム
• óŗŗóによる個⼈管理プラットフォーム
• 事業所間 ࣯所属元ࣽ派遣先ࣱでの緊密な情報交換の仕組み
• 教育訓練との連携

教育訓練検討 İe

メンバー

○秋光 ࣯東⼤ࣱࣗ川本 ࣯京⼤ࣱࣗ宮本 ࣯神 ⼤ࣱࣗ上原 ࣯千葉⼤ࣱࣗ松⽥
࣯⻑崎⼤ࣱ 名ࢉ

検討項⽬

法定の教育訓練 ࣯新規ࣩ再教育ࣱのオンラインプラットフォー
ムの提供とࣗそれに伴う問題の解決ࣗ従事者一元管理システ
ムとの連携について検討する。

• どのようなオンラインプラットフォームがあるのか
• それぞれの施設がࣗ登録されている教材から必要なもの
を指定する仕組み

• 従事者一元管理システムとの連携⽅法の提案

個⼈情報ࣩ学内規程検討 İe

規模・対象による個⼈情報取り扱いの違い

⼤学関係従事者かつ複数施設の利⽤者（数百⼈程度ࣩ⼤学）
システム管理者 問題・考察

国または国指定
機関

マイナンバーの利⽤などの法整備がで
きれば可能。今の所、実現の可能性なし

基幹⼤学 利⽤時に本⼈の同意を得てシステムに
登録。個⼈から申請するマイページの
ような仕組み。所属元の確認を⾏える
システムが別途必要。継続性・予算確保

第３者機関 上記と同様。継続性・予算確保

規模・対象による個⼈情報取り扱いの違い

⼤学関係従事者全員（数千⼈程度ࣩ⼤学）
システム管理者 問題・考察

国または国指定
機関

マイナンバーの利⽤などの法整備がで
きれば可能

基幹⼤学 他施設利⽤予定のない⼈を登録するこ
との正当性。より予算が必要

第３者機関 上記と同様。継続性・予算確保

A-38



規模・対象による個⼈情報取り扱いの違い

国内従事者全員

システム管理者 問題・考察

国または国指定
機関

諸外国では対応済

基幹⼤学 他施設利⽤予定のない⼈を登録するこ
との正当性と費⽤

第３者機関 上記と同様。継続性・予算確保

検討事項・課題・解決策

課題 個⼈情報の提供には本⼈の同意が必要ࡹ
• 特に外国⼈教職員、留学⽣の個⼈情報の取扱に注意
• 第 者のサーバーを介した個⼈情報の取扱いの問題ࢁ

� 利⽤時に本⼈同意（紙、メール、学内 éyシステムベー
ス）を得て、管理者が基幹システム登録。但、対象⼈数
が多い場合は、管理者の負担が⼤きい。

$ 本⼈がオンラインで基幹システムに登録。但、対象⼈
数が少ない場合は、�）の⽅が容易である。

• 個⼈情報の厳格な管理の観点からは、すべてを本⼈が
⾏う $ࣱの⽅法が好ましい。$）の⽅式においてもサー
バーを介した個⼈情報の移動に関して、個⼈情報保護
に関する精査が必要である。

検討事項・課題・解決策

課題 、基幹システムへの登録には、所属元の⼤学（部局）ࡽ
主任者の承認が必要

所属元の⼤学（部局）、主任者が確認承認できる学内 éyシス
テムを構築・提供する。
!所属元の学内 éyシステムにマイページなどを構築し、⼤
学・主任者の承認を得た後に、本⼈が基幹システム登録を
⾏う

課題 ペーパーレス化ࢁ
派遣先・所属元共に、紙ベース、印鑑システムから、電⼦
ファイルシステムに変える必要がある。
!現在の社会情勢の変化により、脱印鑑が進めば可能

検討事項・課題・解決策

課題 学内でも放射線業務従事者情報が集約されていないࢅ
今回の事業等により、管理システムが提供されれば、集約・
統一が進む

課題 健康診断、教育、被ばく記録で扱いが異なるࢉ
• 特に、健康診断データの扱いは⼤学毎に異なっている。
• 健康診断に関しては、基幹システムに登録すべき情報
の種類・項⽬について統一する必要

• 課題１ࣽ解決策 $の⽅法により、個⼈情報保護の問題は
解決できるが、健康診断データは⼤学毎に取扱⽅法が
⼤きく異なるため、健康診断データの扱いは詳細な検
討が必要

• 将来的には健康診断の要不要も含めて議論が必要 ࣯規制
庁・厚労省・放射線安全協会も含めてࣱ

検討事項・課題・解決策

課題 過去のデータࢍ
過去の情報は紙ベースのものもあり、遡っての情報利⽤は
電⼦化の作業が必要となる。
今回の事業等により、管理システムが提供されれば、電⼦
化が進むことが期待される。

課題 互換性
• 現有の学内 éy管理システムとの互換性の問題を解決す
る必要がある。

• 基幹システム開発時に、互換性の問題を解決できるよ
うに工夫する。

• システム開発企業との情報交換・協⼒が必要。

検討事項・課題・解決策

課題 法令
éy規制法以外の従事者情報（ķ線、電離則）の取扱について
も考慮する必要がある。
現状・要望を把握し、対応可能な基幹システムあるいは学
内 éy管理システムを提供する。

課題 予防規程࢙
予防規程に個⼈情報に関する記述を加える必要。予防規程に
加えるべき記述の案を提供し、予防規程の改訂を推奨する。

課題 クロスアポイントメント教員ࡱࡹ
クロスアポイントメント協定書等により、éy従事者の管理
責任を明確化する必要がある。
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継続的な利⽤のための試算・検討 İe

システム保守費⽤一例

運⽤拡張ࣩ利⽤マニュアル整備 İe

L2VPN以外での接続方法の検討
• SINET-L2VPN はセキュアで⾼品位な接続が可能

ただし！SINET接続地域限定！

•東北⼤電⼦光理学研究センター
東北⼤学のサテライトキャンパス
⼤学内にありながら直結している光ファイバがないため、
SINET-L2VPNが直接引けない。

YAMAHAルータを⽤いた VPN接続
• YAMAHAルータの L2TPv3 によるトンネリン
グ

• L2 トンネリングなので L2VPN と同等で、接
続すれば最⼩限の設定で通信可能

•【デメリット】
・ルーターを⽤意する必要がある
・トンネリングによりパケットが分割される
ので、速度の低下がある

次世代システム機能検討 İe
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次世代の従事者管理システム案

• एマイページऐによる個⼈個⼈にカスタマイズした従事
者管理システム

• ſțɄƉȕƉǫŗǶȳ技術、スマホによる個⼈認証など新しいセ
キュリティ技術の導⼊

• モジュール化により施設の規模に合わせた運⽤
• 従事者情報の国際基準の策定、国際化した従事者管理
システム

教育訓練検討 İe

オンライン講義システム

• ,�¥Ĭ�ó ࣯東京⼤学ࣱ
• ȭɄɄƕțƨ ࣯神戸⼤学、千葉⼤学、東北⼤学ࣱ
• �ƨŗǑ ࣯神戸⼤学ࣱ
• $țŗƉȕſɄŗɼƕ࣯⻑崎⼤学ࣱ
• 独⾃開発 ࣯京都⼤学ࣱ

問題点・課題の整理

• ⼤学ごとに異なる ƨࣽțƨŗɼȳǶȳǖシステムを利⽤しており、
それぞれ一⻑一短がある。どのようなシステムがオンラ
イン教育訓練に最適であるかについて調査研究が必要。

• 試験開発中の「従事者一元管理システム」には外部と
連結できないため、「従事者一元管理システム」とオン
ライン教育訓練システムの連携については調査研究が
必要。

• 事業所ごとにニーズが異なるため、基礎的教育カリ
キュラムと専⾨的カリキュラムなどを準備することが
望ましい。なお、教育訓練の内容が標準化されるメ
リットは⼤きいため、全国的にニーズが強い。

問題点・課題の整理

• 法令改正等にあわせて、教育訓練内容を更新する必要
がある。数多くの施設の要望や教育訓練の実情を調査
し、多くの施設が利⽤可能な教育訓練の内容を作る必
要がある。さらに、規制庁が受け⼊れる教育訓練の内
容にする必要性もある。

• 今後、上記課題の調査研究を実施するためには適切な
規模の予算の確保が必要。

• 教育システムを安定的かつ持続的に運⽤するためには、
公的性格をもつ組織が教育システム運⽤を担う必要性
がある。運営主体として⼤学は不向き

• 教育内容の認証を⼤学が担う

将来の放射線・éy施設

ࡹ 放射線・éy施設が共通フォーマットを利⽤し、安全に
データのやりとりができる

ࡽ 複数の放射線・éy施設が共通のプラットフォームで放
射線作業従事者の管理を可能とする

ࢁ 学外施設とも安全に従事者情報のやりとりができる
ࢅ 個々⼈が⾃分の従事者情報を管理
ࢉ 全国の事業所が互いにゆるく接続し、仮想的な⼤事業
所ࣗ国際展開
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将来の放射線・éy施設

ࡹ 放射線・éy施設が共通フォーマットを利⽤し、安全に
データのやりとりができる

ࡽ 複数の放射線・éy施設が共通のプラットフォームで放
射線作業従事者の管理を可能とする

ࢁ 学外施設とも安全に従事者情報のやりとりができる
ࢅ 個々⼈が⾃分の従事者情報を管理
ࢉ 全国の事業所が互いにゆるく接続し、仮想的な⼤事業
所ࣗ国際展開
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本発表は、原⼦⼒規制委員会令和 年度放射線安全規制研ࡽ
究戦略的推進事業費（健全な放射線防護実現のためのアイ
ソトープ総合センターをベースとした放射線教育と安全管
理ネットワーク）事業 ࣯�âࣱࢉࡱࡱࡱ�の成果の一部です。
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Global Survey
on Management of Radiation Workers
放射線業務従事者の管理についての

国際アンケート

佐藤 和則，渡部 浩司 (東北大学)

1. 目的
海外における放射線業務従事者の管理状況，特に国
による一元管理の状況について調査し，わが国の管
理体制構築の参考とする。

2. 方法

回答の収集
アンケートWebサイト(Google Form)による。

依頼の方法
国立大学アイソトープ総合センター関係者を経由
して海外の関係者への回答依頼を行った。

設問
[ 基本項目 ]
・回答者の氏名，メールアドレス，国名，
所属(事業所名)，役職(role)
・取扱の形態(非密封/密封/加速器/X線)
・従事者の数，身分(職員/学生)
[ 記録の管理 ]
・教育訓練/被ばく管理/健康診断の
それぞれについて
- どこが管理しているか
- どのように管理しているか
(個人管理システム/Excel/紙ベース)
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設問
[ 個別項目 ]
・教育訓練
- 初期教育の時間数
- 形態(対面講義/オンライン/実習)
- 再教育の頻度

・被ばく管理
- 測定方法(TLD/...)
- 内部被ばくの記録をしているか

・健康診断
- 取扱前健康診断の義務があるか
- 健康診断の項目

(つづき) 設問 (つづき)
・上述以外の管理項目があれば
・コメント

3. 結果と考察
回答数: 18
国: South Korea, Philippines, Australia, 
Bangladesh, Indonesia, Malaysia, Thailand(2), 
Sri Lanka, Egypt, Israel, Iran, Tanzania(2), Finland,
United States,  Canada(2) (15ケ国)

回答数が少ないので，
それぞれの国の状況を
代表するデータではない。

取扱の形態(非密封/密封/加速器/X線)

非密封
密封
加速器
エックス線

取扱の形態(非密封/密封/加速器/X線)

密封，非密封，エックス線の利用が多い。加速器の利用も4割ある。

非密封

密封

加速器

エックス線

従事者の数

50人以下の事業所から500人以上の大規模事業所まで幅広い。
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従事者の身分(職員/学生)

職員
学部学生
大学院生
外部からの利用者

従事者の身分(職員/学生)

スタッフ，学生(大学院生を含む)が多数を占める。

職員

学部学生

大学院生

外部からの利用者

どこが記録を保管しているか

国
専門の登録機関
雇用者
放射線施設

教育訓練，被ばく管理，健康診断それぞれについて聞いた。
どこが記録を保管しているか ー 教育訓練

・雇用者が保管している割合が高い(1/3)。
・国が保管しているところも3割ある。

国
専門の登録機関

雇用者
放射線施設

どこが記録を保管しているか ー 被ばく記録

国
専門の登録機関

雇用者
放射線施設

・雇用者と国の両方が保管している。

どこが記録を保管しているか ー 健康診断

国
専門の登録機関

雇用者
放射線施設

・雇用者と国の両方が保管している。
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「国が記録を保管している」と回答があったもの どのような方法で？

事業所が保有するシステム
表計算ソフト
紙ベース

国/登録機関のシステム

教育訓練，被ばく管理，健康診断それぞれについて聞いた。

・教育訓練は事業所のシステムで管理されていることが多い。
・紙ベースでの管理は4割程度(日本の大学は～5割)。

どのような方法で？ ー 教育訓練

国のシステム

事業所のシステム

表計算ソフト

紙ベース

どのような方法で？ ー 被ばく記録

・紙ベースでの管理が多いが，4割程度。

国のシステム
事業所のシステム

表計算ソフト
紙ベース

どのような方法で？ ー 健康診断

・紙ベースでの管理が多いが，4割程度。

国のシステム
事業所のシステム

表計算ソフト
紙ベース

【 教育訓練 】 初期教育の時間数
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【 教育訓練 】 初期教育の時間数

1-2 hours Australia
2 hours Thailand
3-4 hours Canada
12 hours South Korea
5 days Tanzania
1 week Bangladesh, Egypt
1 month Philippines

It depends on the context...
1~2時間から1ケ月まで幅があった。

【 教育訓練 】 形態(対面講義/オンライン/実習)

対面講義
オンライン講義
実習

【 教育訓練 】 形態(対面講義/オンライン/実習)

対面講義がいちばん多いが，実習もオンライン講義も実施されている。

対面講義

オンライン講義

実習

【 教育訓練 】 再教育の頻度

【 教育訓練 】 再教育の頻度

年2回 Egypt, Iran, Thailand
年1回 Malaysia, Sri Lanka, Israel,

Bangladesh, Australia,
South Korea, United States,
Tanzania

2~3年に1回 Indonesia

年1回が半数近くを占めた。

【 教育訓練 】 再教育の頻度

It depends on what kind of radiation work, radiographer, medical 
physicist or nuclear medicine physician.
(Finland)

every 3 years as RPO and ARPO and 5 years for all staff.
(Philippines)

In general, there is no specific regulations required for radiation 
workers in Thailand to have a radiation-training course every year. 
However, taking a radiation course or participating in a conference 
is used as a part of personal development to increase the key 
performance indicators (KPIs).
(Thailand)

(つづき)

職種によって頻度は異なる。

管理者は3年に一度の再教育(日本の主任者定期講習相当？)

タイでは法令に再教育の定めはないが，学会への参加が評価
の指標になることがある。
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TLD
モニタリングバッジ
電子線量計

【 被ばく管理 】測定方法(TLD/バッジ/電子線量計.) 【 被ばく管理 】測定方法(TLD/バッジ/電子線量計.)

TLDが多く，モニタリングバッジ，電子線量計が続く。

電子線量計

TLD

バッジ

【 被ばく管理 】内部被ばくの記録をしているか 【 健康診断 】 取扱前健康診断の義務があるか

2/3で取扱前の健康診断の義務があった。

【 健康診断 】 健康診断の項目

血液検査
眼
皮膚

【 健康診断 】 健康診断の項目

多くの国で血液検査が義務付けられている。

血液検査
眼
皮膚
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コメント

Improvement of national register.

I suggest that there be a nationwide system. The 
information of all people in each center is stored in a 
database. In this way, it will be easy to evaluate the 
educational process and health of each person, even 
after the transfer between the centers.

全国一元管理のシステムを提案。
施設を移ったときに教育歴や健康歴の評価が容易になる。

4. まとめ
・回答数が少ないためそれぞれの国の実情を代表す
るデータではないが，諸外国の管理の状況をある程
度知ることができた。
・回答があったうち約半数の国では，被ばくや健康
診断など何らかの項目で国が記録の保存に関与して
いた。

・全国一元管理システムを希望するコメントがあり，
日本以外でも同様の従事者管理の問題があることが
示唆された。
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L3接続東北大
UMRIC-L3 

.1
 
(VLAN100)

鳥取大学 
UMRIC-L3

SINET
東北大学TAINS

L2接続サイト

L2接続サイト

L2接続サイト

L2VPN
UMRIC-L2

L3VPN
UMRIC-L3

10.0.0.0/16 (routing gateway 10.0.2.254 network 10.0.0.0/14) 

L2接続東北大 
UMRIC-L2

SW-HUB

パッチケーブル

10.2.2.0/24 10.1.1.8/29

.9 .14

.2.254

10.1.1.0/29
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10.2.1.0/24

UMRICネットワーク構成図
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(VLAN100)

SW-HUB

東北大
trunk
Gi0/9 

routing gateway 10.0.2.254 network 10.0.0.0/14 

NAS ESXi

internet

Gi0/7

Gi0/8

Secure LAN センター
SWHUB

(VLAN1161)

(VLAN1192)

(VLAN1193)

VPNルータ

既存ルータ

既存LAN

VPNルータ

L2接続
UMRIC-L2 

既存ルータ

既存LAN

VPNルータ

L2接続
UMRIC-L2 

既存ルータ

既存LAN

VPNルータ

L2接続
UMRIC-L2 

VPNトンネル

電子光理学研究センター
QST、KEK、秋田大学 

鳥取大学

赤枠部分が対向VPNによる接続。
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R3度アプリケーションソフトウェアの機能追加項⽬は以下のようにすることとした。

（１）管理画面（ユーザー登録・削除機能）

管理者のみ有効＝ユーザー登録・削除機能 【新機能】

①所属大学　機関
②ユーザーID
③パスワード

（２）ログ管理画面（管理番号ごとにログを確認する機能）

　ログ機能には以下のタイムスタンプが欲しい 【追加機能】

①従事者情報登録日時
②従事者情報（最終）更新日時
③従事者申請日時
④申請承認日時
⑤申請書受け取り日時
※保存容量は、東北大マター

　　年間24,000件（12カ月等分で多くて2,000件／月と仮定）

（３）証明書

　①備考欄追加 【追加機能】

ａ）入力画面 他施設利用申請入力　放射線業務従事者詳細 申請元情報

※教育・健診・被ばくはすでに対応

他施設利用承認　放射線業務従事者更新 申請先情報

ｂ）反映画面 他施設利用　申請詳細 備考欄全文反映

放射線業務従事者証明書 2ページ⽬（裏⾯）を利⽤して全⽂反映
　③実効線量の合計 【追加機能】

３．実効線量の5年間計を取りたい
３．実効線量に「外部被ばく測定方法」をいれたい

④眼の水晶体の累計 【新機能】

実効線量と同様に5年間管理しなくてはならなくなったために
当該年度からさかのぼって5年分の等価線量と5年関係を追加したい
また「水晶体被ばく測定方法」をいれたい

（４）その他

①登録情報の名称変更 【追加機能】

　他施設利用申請入力

(変更前) (変更後)
所属大学 所属大学

機関名 機関名

証明者 ←追加
申請先大学 申請先大学

申請先機関名 申請先機関名

申請先承認者 ←追加

NRA事業R3度アプリケーションソフトウェア機能追加項⽬
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②画面名称の変更 【変更】

(変更前) (変更後)
放射線業務従事者詳細 放射線業務従事者情報入力

③放射線業務従事者証明書1ページ目に情報追加・変更 【追加機能】

　　ａ）右上に「管理番号」、「申請日」、「承認日」を表示。

管理番号 0000000000
申請日 2021 年 6 ⽉ 8 ⽇
承認日 2021 年 6 ⽉ 8 ⽇

　ｂ）機関名には、「申請元大学　機関名」、「証明者」を明記する。

機関名 〇〇大学　〇〇研究所

証明者　　〇〇　〇〇

　　ｃ）右下に「従事者情報最終更新日」を表示。

従事者情報最終更新 2021 年 6 ⽉ 8 ⽇

④CSVの吐き出し 【新機能】

申請内容のCSVを吐き出してほしい
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管理画面

ユーザー登録・削除機能（管理者のみ有効）

①所属大学　機関名

②ユーザーID

③パスワード

誰にどんな権限を付与するかの設定、別途ID、PWが必要か

簡単な方法でいいので検討お願いします。

今のところ、東北大CYRICだけが管理画面に入る予定です。

追加項⽬（１）【新機能】

A-53



ログ

レコード挿入時

レコード更新時

管理番号ごとに誰がイベントを起こしたかの確認機能が欲しい

①従事者情報登録日時

②従事者情報（最終）更新日時

③従事者申請日時

④申請承認日時

⑤申請書受け取り日時

sid kanrino univid m okuteki insdate insid upddate updid

0000000047 0000000011 0001 調査のため 2021/02/26 10:05:59 tohoku 2021/02/26 10:05:59 tohoku

（中略）

（中略）

sid kanrino univid m okuteki insdate insid upddate updid

0000000047 0000000011 0001 調査のため 2021/02/26 10:05:59 tohoku 2021/02/26 10:07:04 tohoku

（中略）

（中略）

追加項⽬（２）【新機能】
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他施設利用申請入力

承認日を

「放射線業務従事者証明書」1ページ目右上へ

(変更前) (変更後)

所属大学 所属大学

機関名 機関名

証明者 ←追加

申請先大学 申請先大学

申請先機関名 申請先機関名

申請先承認者 ←追加

以上は、証明書へ反映

「放射線業務従事者証明書」1ページ目右上へ反映

「放射線業務従事者証明書」1ページ目右上へ反映

「備考欄」追加

反映は「放射線業務従事者証明書」2ページ目へ

追加項⽬（２）【新機能】
（３）①ａ）【追加機能】
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他施設利用ー放射線従事者詳細

名称変更「放射線従事者情報入力」

最終更新日を

「放射線業務従事者証明書」1ページ目最下段へ

改行あり

反映は「放射線業務従事者証明書」2ページ目へ

改行あり

反映は「放射線業務従事者証明書」2ページ目へ

「外部被ばく測定方法」、「水晶体測定方法」

追加項⽬（３）①ａ）【追加機能】
（４）②【変更】
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他施設利用ー放射線従事者詳細 追加項⽬（３）①ａ）【追加機能】

実効線量と同じように、水晶体を作成

改行あり

反映は「放射線業務従事者証明書」2ページ目へ

改行あり

送り出し側の備考欄

反映は「放射線業務従事者証明書」2ページ目へ
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他
施
設
利
用
承
認
ー
申
請
詳
細

承
認
日
を

「
放
射
線
業
務
従
事
者
証
明
書
」
1
ペ
ー
ジ
目
右
上
へ

こ
こ
に
「
差
し
戻
し
」

各
項
の
備
考
欄
反
映
さ
れ
て
る
は
ず
で
す
よ
ね
。

「
施
設
利
⽤
承
認
」
の
申
請
詳
細
で
は

状
況
に
応
じ
て
画
⾯
上
部
の
ボ
タ
ン

を
押
下
し
て
く
だ
さ
い

「
発
⾏
」
：
申
請
書
発
⾏

「
承
認
」
：
申
請
承
認
作
業

「
削
除
」
：
不
要
な
場
合

「
閉
じ
る
」
：
変
更
不
要

承
認
し
ま
し
た
ら
、
相
⼿
先
に
メ
ー
ル

を
お
願
い
し
ま
す
。

現
在
メ
ー
ル
機
能
は
あ
り
ま
せ
ん
。

m
em

o

追
加
項
⽬
（
３
）
①
ａ
）
【
追
加
機
能
】

ｂ
）
【
追
加
機
能
】

（
４
）
②
【
変
更
】

A-58



備考欄の追加

最終段に受入側の備考欄（承認条件、差し戻し理由など

記入）を追加することはできますか？

証明書にも反映したいです。
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1ページ目 2ページ目

≪備考欄≫
管理番号 0000000000

申請日 2021 年 6 月 8 日 反映は2ページ目（裏面）を使う

承認日 2021 年 6 月 8 日 ・自由記述式

・プレーンテキスト入力　文字のみ

機関名 所属大学＿機関名 ・文字数　４０字×４０行（１６００字）

証明者 　例えば以下の配分で

【申請元基本情報】 （３）①a

氏名 佐々木博之 ・文字数　４０字×５行（２００字）

フリガナ ササキヒロユキ

生年月日 1994 年 3 月 2 日 性別 男

１．教育訓練

・文字数　４０字×１０行（４００字）

１．教育訓練

　立入前教育及び訓練 実施年月日 2020 年 7 月 1 日

　１）法令 1.5 時間

　２）人体に与える影響 1.0 時間 ２．健康診断

　３）安全取扱 2.0 時間 ・文字数　４０字×１０行（４００字）

　４）予防規程 2.0 時間

　再教育（直近のみ） 実施年月日 2021 年 3 月 30 日

　１）法令 0.3 時間

　２）人体に与える影響 0.5 時間 ３．被ばく記録

　３）安全取扱 0.8 時間 ・文字数　４０字×１０行（４００字）

　４）予防規程 1.0 時間

２．健康診断

　・実施年月日（直近のみ） 2020 年 12 月 1 日

　・健康診断を行つた医師名 【申請先情報記入欄】

　・健康診断の結果 ・文字数　４０字×５行（２００字）

　・健康診断の結果に

　　基づいて講じた措置

３．被ばく記録

　・実効線量＊1 測定の方法 テキスト

2017 年度 0.00 mSv

2018 年度 0.00 mSv

2019 年度 0.00 mSv

2020 年度 0.00 mSv

2021 年度 0.00 mSv

５年間計 0.00 mSv

　・等価線量（眼の水晶体）＊1 測定の方法 テキスト

2017 年度 0.00 mSv

2018 年度 0.00 mSv

特になし

放射線業務従事者証明書

　下記の者が当機関における放射線業務従事者であることを証明します。また，下記の者が貴事業所において放射線作業
に従事することを承認します。

早見沙織

放射線業務に従事可

追加項⽬（３）①〜④【追加機能】
（４）①③【追加機能】
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2019 年度 0.00 mSv

2020 年度 0.00 mSv

2021 年度 0.00 mSv

５年間計 0.00 mSv

　・等価線量 （ 2021 年度　）

　眼の水晶体＊1 0.00 mSv

　皮膚＊1 0.00 mSv

　妊娠中の女子腹部表面＊1 0.00 mSv

　・X, M件数＊2 （ 2021 年度　）

0 回

＊1 実効線量とそれぞれの等価線量は内部被ばくとの合算とする

＊2 X, M件数は検出限界未満の数

４．添付書類

　被ばくの法定記録の写し 有り

従事者情報最終更新 2021 年 6 月 8 日
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※１－1．共通ＣＳＶ項⽬

№ 項⽬名 型 必須項⽬ 備考
1 個⼈コード 数値 9 ○ 各⼤学システムの主キー(ZZZZZZZZ9)
2 ⽒名 ⽂字 120 ○ 全⾓60⽂字
3 カナ⽒名 ⽂字 120 全⾓60⽂字
4 所属機関・施設 ⽂字 120 全⾓60⽂字
5 性別 数値 1 . 0 1:男、2:⼥
6 ⽣年⽉⽇ ⽇付 - yyyy/mm/dd
7 ⾝分 ⽂字 60 ⽂字列で保存
8 健診⽇ ⽇付 - yyyy/mm/dd
9 健診結果 数値 4 . 0 1: 従事可、2: 従事不可
10 健診措置 ⽂字 120 全⾓60⽂字
11 健診医師名 ⽂字 120 全⾓60⽂字
12 新規教育受講⽇（⼈体影響） ⽇付 - yyyy/mm/dd
13 新規教育受講時間（⼈体影響） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
14 新規教育受講⽇（法令） ⽇付 - yyyy/mm/dd
15 新規教育受講時間（法令） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
16 新規教育受講⽇（安全取扱） ⽇付 - yyyy/mm/dd
17 新規教育受講時間（安全取扱） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
18 新規教育受講⽇（予防規程） ⽇付 - yyyy/mm/dd
19 新規教育受講時間（予防規程） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
20 再教育受講⽇（⼈体影響） ⽇付 - yyyy/mm/dd
21 再教育受講時間（⼈体影響） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
22 再教育受講⽇（法令） ⽇付 - yyyy/mm/dd
23 再教育受講時間（法令） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
24 再教育受講⽇（安全取扱） ⽇付 - yyyy/mm/dd
25 再教育受講時間（安全取扱） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
26 再教育受講⽇（予防規程） ⽇付 - yyyy/mm/dd
27 再教育受講時間（予防規程） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
28 年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
29 年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
30 年度線量（等価線量︓⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
31 年度線量（等価線量︓⽔晶体）　X回数 数値 2 . 0 Z9
32 年度線量（等価線量︓⽪膚） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
33 年度線量（等価線量︓⽪膚）　X回数 数値 2 . 0 Z9
34 年度線量（等価線量︓⼥⼦腹部） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
35 年度線量（等価線量︓⼥⼦腹部）　X回数 数値 2 . 0 Z9
36 「外部被ばく測定⽅法」、「⽔晶体測定⽅法」
37 年度線量（内部被ばく） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
38 年度線量（内部被ばく）　算定結果 ⽂字 4 . 0 0︓被ばく無し、1: 被ばく有り、2:管理区域作業無し
39 年度線量（内部被ばく）　算定⽅法 ⽂字 120 全⾓60⽂字
51 年度線量（X,M件数) 数値 2 . 0 Z9
41 年度線量（合算） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
42 1年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
43 1年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
44 1年度前　年度線量（等価線量︓⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
45 1年度前　年度線量（等価線量︓⽔晶体）　X回数 数値 2 . 0 Z9
46 2年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
47 2年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
48 2年度前　年度線量（等価線量︓⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
49 2年度前　年度線量（等価線量︓⽔晶体）　X回数 数値 2 . 0 Z9
50 3年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
51 3年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
52 3年度前　年度線量（等価線量︓⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
53 3年度前　年度線量（等価線量︓⽔晶体）　X回数 数値 2 . 0 Z9
54 4年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
55 4年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
56 4年度前　年度線量（等価線量︓⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
57 4年度前　年度線量（等価線量︓⽔晶体）　X回数 数値 2 . 0 Z9

サイズ

データ項⽬フォーマットについて
9 ︓ 半⾓数字（ゼロサプレスなし）
Z ︓ 半⾓数値（ゼロサプレスあり）

・⽔晶体の5年分線量、5年計を追加したい

追加項⽬（４）④【新機能】
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ConvFile.CSV

逆コンターバの開発
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利用形態のイメージ
プロジェクト
共通サーバ

A大学
個人管理システム

A大学 X大学

③ Upload
⑤ Download

CSV

① CSVで書き出す

施設利用

CSV

共通
CSV

コンバータプログラム② 共通CSVに変換

共通
CSV

共通
CSV

X大学
個人管理システム

⑥ X大学が使える
フォーマットに変換

コンバータプログラム

④ X大学に利用申請すると，
X大学が従事者情報を共有できる
ようになる
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令和 3 年 3 月 18 日 

国立大学法人東北大学様 

富士電機株式会社  

社会ソリューション統括部 

営業四部 営業第二課 

事業名：令和２年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（健全な放射線防護実現のための

アイソトープ総合センターをベースとした放射線教育と安全管理ネットワーク）事業

上記事業の令和元年度に納入したアプリケーションソフトについて行った報告を以下のとおり

いたします。 

１．作業概要 

−１ 取扱説明書作成 

−２ 機能改善・改修作業 

−３  

２．作業内容 

２−１ 取扱説明書作成 

試験利用に先立ち、アプリケーションソフトの取扱説明書を作成した。 

また各大学が保有するデータをインストールするため、共通 CSV のフォーマットを提示した。 

詳細は添付資料１を参照ください。 

２−２ 機能改善・改修の検討 

 試験利用（第 1 回及び第 2 回）によって得られた機能改善及び改修の要望を項目ごとに整理し、

以下の作業カテゴリの区分を行いました。表 1 を参照ください。また詳細は添付資料２を参照く

ださい。 

①運用にかかわる部分で改善・改修が必要な項目（改善・改修実施）

②ソフトや SINET５、サーバー機能に関係する項目（検討継続、将来対応）

③利用時にユーザーが対応いただく項目（運用上で解決）

④機能の項目（質疑対応）

⑤その他（初期設定データ修正）
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表１ 要望項目と作業カテゴリ 

№ 項目 改造内容 作業カテゴリ 

1 機能確認 

1-1 ログ情報 確認事項 ④ 

1-2 機能 〃 ④ 

1-3 検索フレーム 〃 ④ 

1-4 ファイル保存場所 〃 ④ 

1-5 ファイルの上書き 〃 ④ 

1-6 テストデータ 〃 ④ 

2 基本操作対応 

2-1 ログイン／ログアウト ログアウトボタン実装 ① 

2-2 ID／PW 登録 ID／PW 登録 ① 

3 試験時エラー対応 

3-1 取込みエラー CSV ファイル取込エラー時に、詳細メッセージを表示 ①、③

3-2 入力エラー表示 入力内容のチェック処理を実装 ① 

3-3 画面表示 画面表示サイズ変更 ① 

3-4 起動問題① アプリケーションソフト改善・改修要望シート参照 ② 

3-5 起動問題② 〃 ② 

3-6 表示問題 〃 ⑤ 

3-7 アカウント 〃 ② 

4 機能追加 

4-1 管理者モード アプリケーションソフト改善・改修要望シート参照 ② 

4-2 ログ① アプリケーションソフト改善・改修要望シート参照 ② 

ログ② レコード挿入・更新時の時刻を DB へ付与 ① 

4-3 承認日時 承認者（ID）情報を付与・表示項目追加 ① 

4-4 備考欄 備考欄の追加 ② 

4-5 カナ入力 全角カナチェック処理を実装 ① 

4-6 文字入力コード CSV 取込み時に、ファイルエンコーディング指定を追加 ① 

4-7 証明書ファイル形式 作業対象外のため、報告対象外 ② 

4-8 線量桁数 X,M 件数の格納桁数を変更 ① 

5 データ変更 

5-1 CSV 取込み フォーマット作成 ① 

5-2 大学アカウント① アプリケーションソフト改善・改修要望シート参照 ① 

5-3 大学アカウント② アプリケーションソフト改善・改修要望シート参照 ① 

5-4 名称変更 アプリケーションソフト改善・改修要望シート参照 ① 
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２−３ 機能改善・改修 

前項のカテゴリ①について対応を行いました。 

詳細は添付資料３を参照ください。
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2022/2/00 ver.00

＜　目　　次　＞

１．システム構成概要

２．全学従事者管理システム　アプリケーション構成概要

３．利用フロー

４．共通ＣＳＶフォーマット

５．放射線業務従事者申請、承認、証明書発行作業

全学従事者管理システム取扱説明書

添付資料 １
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１．システム構成概要

全学従事者管理システム

Ａ大学 Ｂ大学 Ｃ大学 Ｚ大学

ＳＩＮＥＴ５
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２．全学従事者管理システム　アプリケーション構成概要

【WEBアプリケーション】
画面一覧（案） 帳票一覧（案）

・ CSVファイルアップロード ・ 従事者証明書
・ 従事者一覧 ・ 申送書
・ 他大学利用申請
・ 他大学利用申請一覧
・ メンテナンス画面

※ 一部のみ開発

OS

（CentOS7）

WEBサーバ

（Apache ＋ Tomcat）

DB

（PostgreSQL）

WEBアプリケーション

（Java）

専用アプリケーション

（Java）
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３．利用フロー
: 人の操作の流れ
: データの流れ

申請中

承認済み

従事者DB

従事者DB

Ａ大学 Ｂ大学 システム
START

CSVアップロード

CSV

従事者検索

他大学利用申請

他大学利用DB連絡（メール等） 申請データ検索

証明書など確認

受入承認

他大学利用DB

証明書

START
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４．共通ＣＳＶフォーマット

アプリにアップロードするCSVは下表を参照してください。

№ 項⽬名 型 必須項⽬ 備考
4 個⼈コード 数値 9 ○ 各⼤学システムの主キー(ZZZZZZZZ9)
5 ⽒名 ⽂字 120 ○ 全⾓60⽂字
6 カナ⽒名 ⽂字 120 全⾓60⽂字
7 所属機関・施設 ⽂字 120 全⾓60⽂字
8 性別 数値 1 . 0 1:男、2:⼥
9 ⽣年⽉⽇ ⽇付 - yyyy/mm/dd
10 ⾝分 ⽂字 60 ⽂字列で保存
11 健診⽇ ⽇付 - yyyy/mm/dd
12 健診結果 数値 4 . 0 1: 従事可、2: 従事不可
13 健診措置 ⽂字 120 全⾓60⽂字
14 健診医師名 ⽂字 120 全⾓60⽂字
15 新規教育受講⽇（⼈体影響） ⽇付 - yyyy/mm/dd
16 新規教育受講時間（⼈体影響） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
17 新規教育受講⽇（法令） ⽇付 - yyyy/mm/dd
18 新規教育受講時間（法令） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
19 新規教育受講⽇（安全取扱） ⽇付 - yyyy/mm/dd
20 新規教育受講時間（安全取扱） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
21 新規教育受講⽇（予防規程） ⽇付 - yyyy/mm/dd
22 新規教育受講時間（予防規程） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
23 再教育受講⽇（⼈体影響） ⽇付 - yyyy/mm/dd
24 再教育受講時間（⼈体影響） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
25 再教育受講⽇（法令） ⽇付 - yyyy/mm/dd
26 再教育受講時間（法令） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
27 再教育受講⽇（安全取扱） ⽇付 - yyyy/mm/dd
28 再教育受講時間（安全取扱） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
29 再教育受講⽇（予防規程） ⽇付 - yyyy/mm/dd
30 再教育受講時間（予防規程） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
31 年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
32 年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
33 年度線量（等価線量︓⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
34 年度線量（等価線量︓⽔晶体）　X回数 数値 2 . 0 Z9
35 年度線量（等価線量︓⽪膚） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
36 年度線量（等価線量︓⽪膚）　X回数 数値 2 . 0 Z9
37 年度線量（等価線量︓⼥⼦腹部） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
38 年度線量（等価線量︓⼥⼦腹部）　X回数 数値 2 . 0 Z9
39 測定⽅法（外部被ばく） ⽂字
40 測定⽅法（⽔晶体被ばく） ⽂字
41 年度線量（内部被ばく） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
42 年度線量（内部被ばく）　算定結果 ⽂字 4 . 0 0︓被ばく無し、1: 被ばく有り、2:管理区域作業無し
43 年度線量（内部被ばく）　算定⽅法 ⽂字 120 全⾓60⽂字
44 年度線量（X,M件数) 数値 2 . 0 Z9
45 年度線量（合算） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
46 1年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
47 1年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
48 2年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
49 2年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
50 3年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
51 3年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
52 4年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
53 4年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
54 1年度前　等価線量（⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
55 1年度前　等価線量（⽔晶体）　Ｘ回数 数値 2 . 0 Z9
56 2年度前　等価線量（⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
57 2年度前　等価線量（⽔晶体）　Ｘ回数 数値 2 . 0 Z9
58 3年度前　等価線量（⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
59 3年度前　等価線量（⽔晶体）　Ｘ回数 数値 2 . 0 Z9
60 4年度前　等価線量（⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
61 4年度前　等価線量（⽔晶体）　Ｘ回数 数値 2 . 0 Z9

サイズ

データ項⽬フォーマットについて
9 ︓ 半⾓数字（ゼロサプレスなし）
Z ︓ 半⾓数値（ゼロサプレスあり）
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５．放射線業務従事者申請、承認、証明書発行作業

初めに以下にアクセスし、ショートカットをダブルクリックしアプリを起動させてください。

ネットワーク/10.0.8.4/share１/従事者管理システム

ショートカット
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スタート画面です

「従事者管理システムログイン」

を押下してください

memo
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ログインエラー時、赤文字でメッセージ表示

「ユーザIDまたはパスワードが間違っています

もう一度入力してください」

「ユーザーＩＤ」、「パスワード」を

入力して、ログインしてください

memo
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更新日には、本画面を表示した日付

内容は、その時点での承認待ち件数

トップページでは、

「承認待ち件数」

「利用申請承認件数」

memo
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利用申請するため

ＣＳＶファイルをアップロード

してください

memo
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